
事務事業評価の評価結果について（平成２９年度の事業に対する評価）

健康福祉部 評価：４＝できている　３＝概ねできている　２＝課題克服が必要　１＝未着手状況　　

指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成30年
度以降の事
業の方向性

所見

福祉政策課

社会福祉
事務所管
理運営事
業

　社会福祉事務所の管理運営に
関わる事務予算及び各福祉事業
の事務等の調整を行うことによ
り、効率的な事務執行及び円滑
な事業の推進を図ることで、市
民福祉・地域福祉の向上に努め
ます。

効率的な事務
執行

　福祉事務所における各
種事業経費に直結しない
管理運営に係る経費の縮
減が事業の成果であると
考えられる部分もありま
すが、各事業の量から影
響を受ける部分もあり、
事務所全体の業務の状況
に応じて、効率的な事務
執行を図ることが事業の
目標であると考えられま
す。

　効率的かつ合理的
な事務の執行による
福祉事務所の円滑な
運営

　社会福祉事務所の円滑
な運営ができました。

4

　社会福祉事務所におけ
る事務及び予算等の調
整、執行を適正に行い、
効率的な事務執行及び円
滑な事業の推進ができま
した。

現状維持

　事務及び予算等の調
整、執行を適正に行うこ
とにより、効率的な事務
執行及び円滑な事業推進
を図ります。

福祉政策課

社会福祉
施設等管
理運営事
業

　高齢者、身体障害者、母子寡
婦などの健康及び福祉の増進並
びに教養の向上を図るために設
置している社会福祉施設におい
て、効果的、効率的な管理運営
を行い、施設利用者のサービス
に努めます。

　施設の利用
者数

　施設の設置管理につい
ての成果は、多くの市民
が利用していただき各施
設の設置目的とするとこ
ろに寄与することにある
ため、当該施設の利用数
を成果指標とし数値目標
を設定します。

144,000
人

117,913
人

　津市北部市民センター
において利用者は減少し
ましたが、津市西部市民
センター、津市ふれあい
会館の利用者については
ほぼ横ばいでした。
　両市民センター老人福
祉センターにおける機能
回復訓練室においてあわ
せて約2,200人利用者が
減少しましたが前年と比
べて減り幅は縮小してい
ます。

4

　社会福祉施設全般にお
いて、利用者は減少傾向
にありますが、地域住民
の交流の場としての役割
があり、市民の健康の保
持・増進、教養の向上及
び福祉の増進を図るため
の事業が推進されていま
す。

拡充・充
実

　各施設ともに、経年に
伴う施設の老朽化による
大規模修繕が必要になっ
てきており、設備備品も
含めた計画的な修繕・工
事計画を検討し、地域住
民が利用しやすく、喜ん
でいただける施設の維持
又は改善に心がける必要
があります。

福祉政策課
地域福祉
推進事業

　地域における福祉活動の推進
を図るため、津市社会福祉協議
会及び福祉団体への支援を行う
とともに、公助の役割として自
助・共助の仕組みづくりを支援
します。

　各団体の活
動状況及び地
域福祉取組状
況

　各団体の事業計画に基
づく活動の遂行並びに津
市地域福祉計画に沿った
地域及び行政等の取組

　各団体に対して助
成を行うことによ
り、津市地域福祉計
画に沿った地域福祉
の推進を図ります。

　津市社会福祉協議会及
び各団体の活動実績及び
活動状況を検証しまし
た。

4

　津市社会福祉協議会及
び各団体の活動を支援す
るために補助金を交付す
るとともに、津市社会福
祉協議会及び各団体等と
の連携を図り、地域福祉
の推進を図りました。

拡充・充
実

　地域福祉の推進に当た
り、津市社会福祉協議会
及び各団体への支援を継
続するとともに、津市社
会福祉協議会及び各団体
等との連携の充実を図
り、地域福祉推進体制の
強化に取り組みます。

福祉政策課
臨時福祉
給付金給
付事業

　平成２６年４月から消費税率
が８％に引き上げられたことに
伴い、所得の低い人への経済的
負担を考慮し、暫定的・臨時的
な措置として臨時福祉給付金を
支給します。

円滑な給付金
の支給

　制度の趣旨を鑑み、円
滑に給付金を支給しま
す。

　円滑に給付事務を
執行します。

　窓口における受付事
務、電話等による問合せ
に対する対応、及び支給
に係る円滑な事務執行を
行うことができました。

4

　消費税率引上げの影響
等を踏まえ、低所得の住
民に与える負担の影響に
鑑み、低所得の住民に対
する適切な配慮を行うた
め、暫定的・臨時的な措
置として臨時福祉給付金
の支給を実施することが
できました。

廃止

　臨時福祉給付金の制度
が終了したため、国への
補助金返還手続き等を適
切に行います。

福祉政策課
災害救助
関係事業

　災害及び火災により被害を受
けた市民に対し、災害見舞金、
災害弔慰金等を支給することに
より、市民の福祉及び生活の安
定に資することを目的としま
す。

　適切かつ円
滑な事業の実
施

　災害の発生に伴う事務
のため、対象となる災害
及び被害状況が判明した
後、適切に、かつ、でき
る限り迅速に対応を行う
ことが、被災者に対して
の事業の成果であると考
えられます。

　災害発生時におい
て迅速に対応しま
す。

　災害見舞金等を早急に
支給するよう努めまし
た。
　年末年始及びゴールデ
ンウイークにおいては、
当番制により緊急時に備
えました。

4

　津市災害見舞金等の支
給に関する条例及び同規
則に基づき、災害を受け
た市民に対し迅速・適正
に処理しました。

現状維持

　津市災害見舞金等の支
給に関する条例及び同規
則に基づき、災害を受け
た市民に対し迅速・適正
に処理を進めます。

所管課長等による評価

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成29年度） 事業の評価
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福祉政策課
災害援護
資金貸付
事業

　災害救助法の適応を受けた自
然災害により被害を受けた世帯
の世帯主に対し、災害援護資金
の貸付けを行うことにより市民
の福祉及び生活の安定に資する
ことを目的とします。

　適切かつ円
滑な事業の実
施

　災害発生に伴う事務の
ため、対象となる災害及
び被害状況が判明した
後、適切かつ、できる限
り迅速に対応を行うこと
が、被災者に対しての事
業の成果であると考えら
れます。

　災害発生時におい
て適切かつ迅速に対
応します。

　対象となる災害の発生
はありません。

3

　平成２８年度は対象と
なる災害が発生しておら
ず貸付け実績はありませ
んが、災害発生時に必要
な対応について確認を
行っています。

現状維持

　平成29年度は貸付け実
績がありませんが、いつ
起こるか予想がつかない
自然災害による被害に対
する貸付制度であり、対
象となる災害発生時に適
切に事業が実施できるよ
う、日頃から事業の実施
方法についての確認に努
めます。

福祉監査室
福祉監査
事業

　公共性の高い社会福祉法人
が、定款、法令等を遵守した健
全な運営をすることにより、利
用者が安心して適切なサービス
を受けることができるようにす
ること。

健全な経営を
行う社会福祉
法人の割合

　事業の目的を踏まえ、
指導監査の結果、利用者
等に影響を及ぼすような
重大な改善事項がなく、
健全な運営が見込まれる
社会福祉法人数の割合
（第１号法定受託事務に
係る処理基準上の改善事
項がなかった法人数が指
導監査実施法人数に占め
る割合）を指標として設
定します。

80% 100%

重大な改善事項がなかっ
たことから目標値を上回
ることはできましたが、
（比較的軽微な）指摘事
項が195件（1法人平均
12件）となるなど、例年
と比較して大きく増加し
ています。社会福祉法人
制度改革が本格実施とな
り、法人の組織運営体制
が大きく変わったことが
主な要因となっていま
す。

4

計画どおりに指導監査を
実施し、必要に応じて改
善指導を行ったことによ
り、社会福祉法人の健全
な運営の確保に寄与する
ことができました。
なお、平成29年度に社会
福祉法人制度改革が本格
実施となり、法人の組織
運営体制が大きく変わっ
たことから、これに関連
する事項を重点項目とし
て指導監査を行うととも
に 、当該監査における主
な指摘事項を「社会福祉
法人指導監査における主
な指摘事項一覧（平成２
９年度実施分）」として
取りまとめ、所管する全
社会福祉法人への周知を
図りました。

拡充・充
実

平成29年度に社会福祉法
人制度改革が本格実施と
なったことから、所管す
る39法人のうち16法人
に対し法人の組織運営体
制を重点項目として、指
導監査を行いましたが、
残る23法人については、
同制度改革後、指導監査
が未実施となっているた
め、引き続き当該項目を
重点項目として指導監査
を行います。
なお、平成30年度につい
ては、会計管理面におけ
る指導監査の充実及び職
員の知識向上を図るた
め、新たに指導監査等支
援業務委託を導入しま
す。

子育て推進
課

公立保育
所管理運
営事業

　保育を必要とする乳幼児が、
保育所での生活を通して小学校
就学前の基礎を築きあげること
ができるための保育の実施と保
護者への就労等支援を行いま
す。

公立保育所利
用児童数

公立保育所の定員に対す
る月平均利用児童数を考
察することで、児童福祉
の充実や保護者の就労支
援の状況を検証します。

2,555人 2,435人

　保育所によっては、目
標値（定員）を上回る児
童を保育するなど、保育
が必要な児童の福祉の向
上を図るとともに、保護
者の就労支援に貢献でき
ました。

3

　公立保育所を利用する
児童数に応じた適正な保
育士配置や施設の維持管
理を行い、利用児童への
保育内容の充実、保育環
境の向上に努めることが
できました。
　しかし、利用希望児童
の増加により、保護者が
希望する保育所を限定し
た場合、定員や保育士配
置状況等により利用待ち
となることがあり、ま
た、年度途中には保育所
を利用できず待機となる
児童が発生しており、利
用希望児童数を勘案した
施設、保育士の確保が課
題となっています。

拡充・充
実

　民間保育所などを含め
た就学前児童への教育・
保育施設が提供体制等の
確保や充実を図りつつ、
公立保育所が担うべき保
育の在り方などを整理し
ながら保護者ニーズに応
えることで、児童福祉の
一層の充実や保護者の就
労支援に引き続き寄与す
るとともに、平成27年3
月に策定した、津市子ど
も・子育て支援事業計画
に基づき、総合的な子ど
も・子育て支援の推進体
制等を構築します。
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子育て推進
課

保育所一
般管理事
業

　保育所職員の研修機会の充実
により職員の資質向上を図ると
ともに、保育事務の電算委託等
により保育事務の効率化を進め
ます。また、外国語通訳担当員
の配置により、外国籍の児童や
保護者との意思の疎通を図りま
す。

保育所職員の
資質向上

　保育所職員への専門的
な研修の実施内容を考察
することで、職員の資質
向上の機会の充実が図ら
れたかを検証します。

研修内容の充実
・保育所職員研修
・障害児保育研修
・給食関係研修
・保健･安全研修
・保育リーダー研修
・施設長研修
・保幼合同研修

　公・私立保育所職員を
対象に、職員研修や障が
い児保育、給食関係研修
など保育所運営全般に関
わる研修を実施し、職員
の資質向上に寄与するこ
とができました。

3

　保育士に対する専門的
な研修を行うことで資質
の向上に努めるととも
に、保育事務及び利用者
負担額の徴収に関する事
務の効率化を図ることが
できました。
　また、特に公立の幼保
連携型認定こども園の設
置に向けた職員研修への
取り組みを充実させまし
た。
　今後はさらに、保育所
運営面での諸課題を分析
し、職員の資質向上及び
事務の効率化に努めると
ともに、当該こども園の
基本となる幼児教育・保
育に関するカリキュラム
などの作成や研修機会の
充実を図る必要がありま
す。

現状維持

　保育所職員研修を実施
することにより保育所職
員の資質の向上をさせる
ことができました。
　今後も保育所職員研修
の継続させるとともに、
事務の効率化を進めるこ
とにより、ソフト面での
保育環境の整備を図って
いきます。

子育て推進
課

民間保育
所等運営
事業

　保育を必要とする乳幼児が保
育所等での生活を通して小学校
就学前の基礎を築きあげること
ができるよう、必要な保育の提
供と保護者への就労等支援を行
います。
　また、民間保育所等における
地域子ども・子育て事業を促進
します。

民間保育所利
用児童数

　民間保育所等の定員に
対する月平均利用児童数
を考察することで、児童
福祉の充実や保護者の就
労支援の状況を検証しま
す。

3,697人 3,718人

　目標値（定員）を上回
る児童を保育するなど、
保育が必要な児童の福祉
の向上を図るとともに、
保護者の就労支援に貢献
できました。

3

　民間教育・保育施設に
対し保育費用の負担（施
設型給付費等の支給）を
行うとともに、延長保育
や一時保育等を実施する
教育・保育施設に対して
補助金を交付すること
で、入所児童に対し適正
な保育環境を提供すると
ともに保護者の就労等の
支援を行うことができま
した。また、これまで実
施してきた処遇改善費の
支給については、新たに
保育士のキャリアアップ
支援を通じた処遇改善等
加算Ⅱが創設され、これ
により一層の賃金改善に
つなげることができまし
た。民間教育・保育施設
等の利用児童数は年々増
加しており、保護者が希
望教育・保育施設を限定
した場合には、定員や保
育士等の配置等から利用
できない状況もあり、今
後も引き続き利用希望児
童数等を勘案した事業の
推進が必要となっていま
す。

拡充・充
実

　民間の特定教育・保育
施設等に対し施設型給付
費等を支払うとともに、
延長保育や一時保育等を
実施する保育所等に対し
て補助金を交付すること
で、利用児童に対し適正
な保育環境を提供すると
ともに保護者への子育て
支援や就労等の支援を行
うことができました。
　また、これまでも保育
士等職員の処遇改善に取
り組む民間保育所等へ、
施設型給付費等を通じて
加算給付を行ってきまし
たが、今年度より創設さ
れた処遇改善等加算Ⅱに
基づき、保育士のキャリ
アアップ支援を通じた更
なる加算給付を行うこと
により、より一層の賃金
改善につなげることがで
きました。
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子育て推進
課

保育所施
設整備事
業

　保育所等利用希望児童数等を
勘案した民間保育所等の建設補
助や公立保育所の老朽化等に伴
う整備・修繕を行うなど、利用
児童の保育環境の向上を図りま
す。

保育環境の向
上度

　施設の建設や修繕に要
する経費の計上で、保育
所入所児童の保育環境の
向上が図られたか検証し
ます。

　施設整備や建設に
よる保育環境の向上
を図ります。

　公立認定こども園整備
に係る施設整備、設計業
務委託及び民間保育所施
設整備補助に取り組みま
した。

3

　津みどりの森こども園
の施設整備を完了しまし
た。また、白塚愛児園の
増改築工事等、７施設の
施設整備事業への財政支
援を行いました。これら
により、各地域における
保育提供量の拡充を図る
ことができました。
　今後も、津市子ども・
子育て支援事業計画に掲
げた、残り２か所の公立
の幼保連携型認定こども
園の設置に向けた取り組
みを進めるとともに、待
機児童解消及び保育利用
環境の改善を図るため、
民間の社会福祉施設等が
行う施設整備事業への支
援を通じ、保育提供量の
拡大への取組を進めま
す。

現状維持

　公立・民間保育所等の
施設を整備することによ
り、定員枠の拡大や保育
環境の向上を図るととも
に、今後も引き続き建築
年数の経過した施設の整
備等に取り組みます。
　また、公立の幼保連携
型認定こども園の整備
（５か所）のうち残り２
か所の取組を進めます。

子育て推進
課

病児保育
事業
（旧：病
児・病後
児保育事
業）

　保育所へ通所中の児童等が病
気中又は病気の回復期にあり、
集団保育が困難な期間におい
て、病院・診療所、保育所等に
併設された施設で一時的に保育
及び看護を行うことにより、保
護者の子育てと就労の両立を支
援するとともに、児童の健全な
育成及び資質の向上を図りま
す。

病児・病後児
保育事業の周
知及び検証

　事業の周知を図るとと
もに利用者の視点で検証
し、更に支援拡充に努め
ます。

病児・病後児保育事
業の実施と拡充

　子どもが病気の際、保
護者の子育てと就労の両
立を支援することができ
ました。

3

　市内２か所（津病児デ
イケアルーム「ひまわ
り」、津病後児保育室
「HUG」）において、病
児・病後児保育を実施
し、子どもが病気や病気
回復期にある場合の保護
者の就労や育児支援に寄
与することができまし
た。引き続き、事業のさ
らなる充実に取り組むと
ともに周知に努め、子育
て家庭を支援していきま
す。

拡充・充
実

　保育が必要な子どもが
病気や病気回復期にある
場合の保護者の就労や育
児支援に寄与することが
できました。引き続き事
業の周知に努めるととも
に、津市子ども・子育て
支援事業計画に基づき、
総合的な子育て支援の推
進体制のもと事業の充実
を図ります。
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子育て推進
課

子ども・
子育て支
援事業

　地域の子育て力を高め、子ど
もを安心して産み、育てること
ができる環境の整備を図るた
め、少子化対策や子育て支援に
関する事業を行っていきます。

津市子ども・
子育て支援事
業計画の検証

　平成27年3月に策定さ
れた「津市子ども・子育
て支援事業計画」に基づ
き、目標が達成されたか
を検証していきます。

少子化対策に関する
事業
事業計画の進捗状況
の考察

　子ども・子育て会議の
運営、少子化対策事業
（津市出会い応援事業、
津市少子化対策地域支援
活動事業）及び地域子育
て支援拠点事業を実施す
ることができました。

3

　平成２７年４月から子
ども・子育て支援新制度
が施行され、子ども・子
育て会議において、「津
市子ども・子育て支援事
業計画」の進捗状況等に
係る意見聴取を行い、新
制度のもとで子どものた
めの教育・保育給付など
について市民への周知に
取り組むことができまし
た。
　また、少子化対策事業
として、市職員によるプ
ロジェクトチームを設置
し、企画からイベント運
営まで行った出会い応援
事業においては、２回
（計３部）の婚活イベン
トを開催し、それぞれ定
員を上回る参加応募があ
り、合わせて７組のカッ
プリングにつながりまし
た。
　さらに、子育て支援セ
ンターとして２８年度に
引き続き、２か所（保育
所併設等を除く）におい
て子育て親子の居場所や
子育て相談などの支援を
提供することができまし
た。

拡充・充
実

　平成27年3月に策定し
た「津市子ども・子育て
支援事業計画」が平成31
年度で終期を迎えるのに
伴い、次期計画の策定に
着手する。それに合わ
せ、津市子ども・子育て
会議委員の委嘱（第３
期）を行い、幅広い意見
を聴取できるよう体制を
整えます。
　平成26年度から着手し
た少子化対策に関する事
業については、内容の充
実を図りながら引き続き
推進します。
　子育て支援センターに
ついても引き続き、２か
所（保育所併設等を除
く）において子育て親子
の居場所のや子育て相談
などの支援を提供すると
ともに、市内の支援セン
ターの質向上を図りま
す。

こども支援
課

児童手当
等給付事
業

　児童手当法等に基づき中学校
修了前までの児童を養育する人
に「児童手当」を支給し、ま
た、児童扶養手当法に基づき、
父又は母と生計を同じくしてい
ない１８歳未満の児童（障害の
ある場合は２０歳未満の児童）
を養育する母子家庭・父子家庭
等に「児童扶養手当」を支給す
ることにより、子育て家庭の生
活の安定を図り児童の健全育成
を促します。

児童手当及び
児童扶養手当
給付

　各手当法に基づいた適
正な給付を行っておりま
すが、給付要件に該当す
る対象者が流動的で総数
の把握が困難なため、指
標設定は難しいものと考
えます。

　給付対象者に広く
周知し、給付要件に
基づく適正な手当支
給を行います。

　広報、ＨＰ等による受
給資格の案内により広く
周知を図っており、概ね
達成できています。

4

　受給者の認定、手当の
支払、補助金の申請等の
業務は正確にできてい
る。

現状維持
　法令等の改正があれ
ば、迅速かつ正確に対応
する。

こども支援
課

母子父子
寡婦等、
婦人保護
事業

　母子家庭や父子家庭（法改正
により平成25年4月1日から対
象）に就業支援や経済的支援の
ための給付金を支給すること
で、母子家庭等の自立を促進し
ます。
　また、配偶者の暴力や家庭、
職場での悩みなど、女性からの
相談に応じ支援や助言を行うこ
とで、日常生活の安定を図りま
す。

　母子自立支
援プログラム
策定事業就職
者率

　母子自立支援プログラ
ム策定数に対する就職者
数を考察することで、母
子家庭等の自立度を検証
します。

60% 33%

　児童扶養手当受給
者の就労支援を行
い、自立を促しま
す。

　数値目標には届かな
かったが、プログラム策
定件数は前年度10件から
30件へと大幅に伸びまし
た。策定者のより安定し
た生活のため、引き続き
就労支援に取り組みま
す。

3

　３０件の相談中１０件
が新たな就労に結びつき
ました。
津公共職業安定所との連
携を図り、より安定した
生活のための就労支援に
取り組みます。
　また、看護師等の就業
に有利な資格を取得する
ための養成機関に在籍す
る間の生活の補助となる
高等職業訓練促進給付金
については、対象者が10
件と大幅に増加したこと
から、制度の周知につい
て引き続き取り組んで行
きます。

現状維持

　ひとり親家庭の生活の
安定を図るため、各種支
援制度の情報が必要な人
に届くよう、様々な方法
で周知を図ります。
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こども支援
課

子育て支
援対策事
業

　すべての子どもたちは、生ま
れながらにして自分自身を高
め、自分自身を成長させる力を
持っています。
　親をはじめとする大人が、こ
の子育ちを信じ、子ども社会の
なかで子ども同士が育ち合うの
を見守るとともに、子どもと対
等な社会の一員として向き合
い、子どもの権利を尊重して、
一緒にまちづくりを行います。
　その子育ちを育む家庭の支
援、家庭を支える地域の力を高
めるとともに、社会環境の改善
を進め、「子育ち支援のまちづ
くり」を実現します。

すべての子ど
もの途切れな
い支援

子どもの自己肯定感
（H26年度/小学生低学
年52％以上、小学校高学
年36％以上、中学生
20％以上）
子育てを楽しいと感じる
ほうが多いと思う保護者
（H26年度/就学前児童
70％、小学校児童
65％）

　子育ち支援のまち
づくりを推進しま
す。

児童虐待未然防止のため
の養育支援訪問等の実施

4

　子育て支援のネット
ワークづくり、子育て広
場の支援者交流会・研修
会、子どもの一時預かり
事業、児童虐待対応及び
要支援家庭のサポートの
実施などを行いました。

現状維持

　次世代育成支援行動計
画（計画期間平成22～
26年度）の計画期間が終
了しているが、引き続き
「子育ち支援のまちづく
り」をめざし、子育ち支
援、家庭支援、発達支援
等の各事業を体系的に実
施し、支援の質を高めま
す。

こども支援
課

児童館運
営事業

　児童福祉法第４０条に基づく
児童厚生施設である児童館で、
各種行事や地域活動を行い、子
どもたちが遊びを通して自主
性・社会性・創造性を身につけ
ることを目指します。

地域における
子どもの健全
な遊び場の提
供

　児童館でのさまざまな
行事や地域との交流を実
施・充実し、地域におけ
る子どもの遊び場を提供
します。

　児童館でのさまざ
まな行事や地域との
交流を通して子ども
の育成を図り、地域
における子どもの遊
び場を提供します。

　地域における子どもの
遊び場として、各種イベ
ント等を通じて子どもの
育成を図ります。

3

　児童の遊び場、各種イ
ベント等を通じた交流の
場としての機能を果たす
ことにより、子どもの健
全な成長に寄与すること
ができた。今後も地域児
童の健全な遊び場とし
て、様々な行事や地域活
動を提供していくととも
に、児童館間で情報交換
や課題を把握し、更に工
夫・充実した事業を行っ
ていきます。

拡充・充
実

　地域児童の遊び場、交
流の場として、引き続き
児童館の運営を行ってい
きます。
　まん中こども館につい
ては、子どもが主体と
なって活動する拠点とな
るとともに、子どもに関
わる施設・機関や子ども
支援の事業の発信拠点と
なるよう積極的に取り組
んでいきます。

こども支援
課

発達支援
事業

　発達に課題がある子どもに対
して、その子どものニーズに応
じた適切な支援が行えるよう
に、保育所・幼稚園・学校等の
現場においてアセスメント方法
及び具体的な支援方法を助言す
ることによって支援者のスキル
アップを図ります。また、発達
支援に関わる総合的な専門相談
窓口としての保護者に寄り添う
対応を充実するとともに、事業
方針や事業内容の検討や体制の
整備を図り、さらに児童発達支
援センターにおいて療育の充実
を図ります。

子どものニー
ズに応じた支
援の拡充及び
療育事業の推
進

　子どものニーズに応じ
た適切な支援が行えるよ
う保育士、幼稚園・小中
学校教諭のスキルアップ
を図るとともに、発達に
関する総合的な専門相談
窓口としての充実、、事
業方針や事業内容の検討
と体制の整備、さらに療
育の充実を図ります。

子どものニーズに応
じた支援の拡充及び
療育事業の推進

　子どもの観察、保護者
の面談を通して個に応じ
た支援を行うとともに、
津市児童発達支援セン
ターの療育事業の一層の
充実を図ります。

4

　保護者に対しての面談
や子どもの観察を通して
の助言を実施すること
で、子どもの姿の変化に
気づき、発達に課題が
あっても適切な支援を受
けることで子どもは成長
することを実感してもら
い、前向きな育児を支え
ることができました。ま
た早くから発達に課題が
ある子どもへの気づきを
持ち、その対応につい
て、保育所・幼稚園・小
学校等からの巡回相談希
望は継続してあり、巡回
相談を通して子どもの特
性に応じた具体的な支援
方法についての助言を行
いました。
　津市児童発達支援セン
ターにおいては、利用者
の増加に対応し支援内容
の充実を図りました。

拡充・充
実

　こども支援課としては
発達支援の相談窓口とし
て定着をしてきており、
引き続き発達支援の総合
窓口として福祉サービス
等を利用される前から子
どもおよび保護者との関
係づくりを大切にし、他
機関と連携を図りながら
途切れなく支援していく
ことが求められている。
また、津市児童発達支援
センター「つうぽっぽ」
において、今後も利用者
の増加とともに支援が多
様化するため、専門職の
人材育成など利用者に満
足いただけるような整備
体制を図ります。
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こども支援
課

児童母子
福祉事業

　経済的困窮や配偶者からの暴
力等の理由により生活の自立が
図れない母子家庭等に対して、
自立を支援するために母子生活
支援施設や助産施設への入所措
置等を行うことにより、母子の
自立を支援するとともに福祉の
向上を図ります。

母子生活支援
施設等措置率

　経済的困窮者やDV被
害者で、母子生活支援施
設等に措置が必要な者を
適正に措置するものであ
るため、指標設定にはふ
さわしくないものと考え
ます。

　措置の必要性を見
極め、適正に措置を
します。

4

　経済的理由により入院
助産を受けることができ
ない妊産婦を入所させて
助産を受けさせ、また、
母子生活支援施設に保護
した経済的困窮者やDV
被害者である母子家庭等
に対して、適切な支援を
行うことができました。

現状維持

　経済的困窮者等からの
相談やDV被害者の支援
など緊急的なものに対し
て、母子生活支援施設等
へ入所措置を行うなど、
今後も適切に対応しま
す。

高齢福祉課 任意事業

　一般の高齢者等を対象とし
て、高齢者の生活支援、家族支
援等を行うことにより、広く介
護予防につながる事業を展開し
ていきます。

任意事業

　細目事業が複数あり、
本事業は当該細目事業の
集約であることから定性
的な目標とするもので
す。

　第７次高齢者福祉
計画・第６期介護保
険事業計画の策定に
より実施します。

　第７次高齢者福祉計
画・第６期介護保険事業
計画に基づき概ね実施で
きました。

4

　介護者の心身の負担軽
減や経済的負担の軽減に
より、高齢者の在宅生活
の継続向上を図ることが
できました。

現状維持

　徘徊高齢者家族支援
サービス事業や成年後見
制度事業といった高齢者
の生活向上や維持するこ
とができ、今後も継続し
て事業を展開していく必
要があります。

高齢福祉課
高齢福祉
推進事業

　高齢者が地域住民、地域の子
ども等様々な世代間交流を図
り、また、高齢者の豊かな経験
による個性や能力を活かし、地
域の中で心豊かに生きがいを
持って暮らすことのできるよ
う、多様な活動機会の提供や地
域活動の促進を図ります。

高齢福祉推進
事業

　高齢者福祉計画・介護
保険事業計画に基づく実
施状況を捉えることによ
り、進捗状況を指標とし
ます。

　第７次高齢者福祉
計画・第６期介護保
険事業計画に基づき
実施します。

　第７次高齢者福祉計
画・第６期介護保険事業
計画に基づき実施しまし
た。

4

　各事業の対象要件や事
業内容等に違いがあるも
のの、高齢者等に対する
生活支援サービスを適切
に提供してきていること
から、概ね計画に即した
事業展開を図ることがで
きました。
　また、今年度から高齢
者外出支援事業を開始
し、大きなトラブルもな
くスムーズに実施するこ
とができました。

拡充・充
実

　緊急通報装置設置事業
や配食サービス事業を行
うことにより高齢者の生
活維持や向上を図ること
ができ、今後も継続して
事業を展開していく必要
があります。
　平成２９年度から始
まった高齢者外出支援事
業は各出張所での臨時窓
口設置など、今後も利用
される方の立場から事業
の推進に努めます。緊急
通報装置設置事業につい
ては、平成３０年度に前
回の契約が終了すること
に伴い、機器の拡充や利
用要件の拡大を図りま
す。

高齢福祉課
地域ケア
推進事業

　地域における介護予防や相談
業務、また、地域での活動を支
援することにより、福祉の増進
を図ります。

地域ケア推進
事業

　高齢者福祉計画・介護
保険事業計画に基づく実
施状況を捉えることによ
り、進捗状況を指標とし
ます。

　第７次高齢者福祉
計画・第６期介護保
険事業計画に基づき
実施します。

　第７次高齢者福祉計
画・第６期介護保険事業
計画に基づき実施しまし
た。

3

　敬老事業や老人クラブ
助成事業等概ね事業が遂
行でき、今後も継続する
必要があります。
　また、敬老事業は「敬
老事業在り方検討会」の
提言に基づき対象者を平
成２９年度から１歳ずつ
引き上げ、２０２１年度
以降は７５歳以上とする
とともに、実施主体であ
る地区社会福祉協議会活
動支援助成金を創設し、
今後継続して敬老事業が
開催できるよう図りまし
た。

拡充・充
実

　敬老事業は、平成２９
年度に創設した地区社会
福祉協議会活動支援助成
金について、事業実績等
から、平成３０年度より
１地区社会福祉協議会あ
たりの助成金を見直し、
支援の充実を図ります。
　また、老人クラブ連合
会は、これまで各地域を
まとめていた４つの老人
クラブ連合会が合併した
ことから、より相互の連
携を取り、交流が図れる
よう支援をしていきま
す。

高齢福祉課
老人ホー
ム

　環境上の理由や経済的な理由
などにより在宅生活が困難な高
齢者に対し、安全・安心な生活
を確保するため養護老人ホーム
への入所措置を行います。

養護老人ホー
ム等措置事業

　さまざまな理由に伴う
在宅生活が困難な高齢者
に係る適切な措置対応が
必要なことから、当該事
業の適切な実施を指標と
します。

　環境上の理由や経
済的理由により在宅
生活が困難な高齢者
に対し、入所措置を
行っていきます。

　環境上の理由や経済的
理由により在宅生活が困
難な高齢者に対し、入所
措置を行う必要がありま
す。

4

　環境上の理由や経済的
理由により在宅生活が困
難な高齢者に対し、安定
した生活の場を提供する
とともに、安心で自立し
た日常生活を過ごすこと
により入所者の福祉の増
進を図ることが出来まし
た。

現状維持

　独居高齢者等が増加し
ている中、さまざまな理
由により在宅生活が困難
な高齢者を支援するため
措置入所を行い、安心で
自立して生活できる場を
確保することは今後も必
要であると考えます。
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地域包括ケ
ア推進室

一般介護
予防事業

　一般介護予防事業の対象者
は、65歳以上の高齢者になりま
す。高齢者の皆さんが、今の状
態を保持し、さらに元気になら
れ、住みなれた地域や家庭でい
つまでも暮らしていけるように
事業を推進します。

細目に係る事
業の推進

　細目事業が複数あり、
本事業は当該細目事業の
集約であることから定性
的な目標とするもので
す。

　細目のとおり、高
齢者に対する支援を
行っていきます。

　おおむね目標を達成で
きています。

3

　地域の高齢者に対し
て、介護予防や閉じこも
りの予防に努めることが
できましたが、参加者の
増加のため、啓発してい
く必要があります。

現状維持

　高齢者が、自宅で元気
よく暮らしてもらうため
にも、これからも各教室
の開催・健康のための指
導や事業の啓発を行ない
ます。

地域包括ケ
ア推進室

包括的・
継続的ケ
アマネジ
メント支
援事業

　高齢者及びその家族に対し、
地域住民の心身の健康の保持及
び生活の安定のために必要な援
助を行うことにより、その福祉
の増進及び保健医療の向上を包
括的に支援することを目的と
し、地域の中核機関として平成
18年４月に創設した市包括支援
センターの運営に要する費用で
あり、包括的・継続的ケアマネ
ジメント、虐待防止・権利擁
護、総合相談・支援の包括的支
援事業、委託先包括支援セン
ターの運営に係る支援等を行い
ます。

介護予防･生
活支援の推進

　介護サービス事業者、
介護支援専門員などとの
多職種協働や、地域の関
係機関との連携を通じて
ケアマネジメントの後方
支援を行います。

　介護支援専門員の
資質向上と、各種研
修会の開催、ケアプ
ラン作成技術の指導
助言・相談等を行い
ます。

　津市内10カ所に設置さ
れている地域包括支援セ
ンターがそれぞれの地域
において、活動を行い、
それをまとめる基幹型地
域包括支援センターは委
託の地域包括支援セン
ターに対する後方支援等
を行いました。

3

　地域包括支援センター
については、高齢者をは
じめ誰もが住み慣れた地
域で自立した生活が続け
られる「地域包括ケアシ
ステム」構築の地域にお
ける総合的・中心的な機
関として、各関係機関と
連携を図りました。
また、市直営包括支援セ
ンターは基幹型として、
委託先地域包括支援セン
ターへの適正な運営に係
る支援を行うことができ
ました。

拡充・充
実

　介護支援専門員の資質
向上や他機関とのネット
ワーク構築は、適切な介
護サービスの提供につな
がるため、引き続き、事
業の実施が必要です。

地域包括ケ
ア推進室

地域包括
支援セン
ター運営
事業

　高齢者が、地域の中で心身の
健康の保持及び生活の安定のた
めに必要な援助を行うことによ
り、その福祉の増進及び保健医
療の向上を包括的に支援するこ
とを目的とします。

地域包括支援
センター設置
箇所数

国が示す目安に地域特性
等を考慮し、設置箇所数
の設定

10箇所 10箇所

　高齢者の増加に伴い、
地域に密着した総合相
談、支援の場として地域
包括支援センターの体制
強化と関係機関との連携
作りに努めます。

3

　高齢者福祉の拠点とし
て、地域包括支援セン
ターを中心に、地域にお
ける総合相談、支援、介
護予防ケアマネジメン
ト、地域の見守りネット
ワークなど、一体的・包
括的に支援を行う地域ケ
ア体制の構築を図ってい
きます。

拡充・充
実

　高齢者福祉の拠点とし
て、地域包括支援セン
ターの体制強化に努め、
各地域の関係機関とも連
携を行い、高齢者が住み
慣れた地域で生活ができ
るように地域包括ケアシ
ステムの構築、推進に努
めます。
　Ｈ27年度から設置個所
数が１０か所となり、直
営の地域包括支援セン
ターが基幹型の役割を
担ったことで、高齢者に
対するきめ細かなサービ
スの向上に努めることが
できました。

地域包括ケ
ア推進室

生活支援
体制整備
事業

　地域包括ケアシステム構築の
一環として、生活支援サービス
の地域における資源の発掘や開
発、ネットワーク構築などを行
い、多様な地域資源を活用しな
がら生活支援や介護予防にかか
るサービスの基盤整備を行うこ
とを目的として、地域に密着し
た情報を収集することができ、
かつ、特に介護サービス等に精
通している専門的な知識を有
し、これらの業務をコーディ
ネートすることで、より効率
的、効果的にサービスの基盤整
備を行うことができる者に津市
生活支援コーディネーター業務
を委託します。

地域支援回数

　地域包括支援センター
が主催する会議や地域で
活動する団体を訪れ、地
域の声を聞くだけでなく
活動する団体と団体をつ
なげたり、活動について
アドバイスしたりするこ
とで、地域力の向上が図
れるものと考えていま
す。

2,000
（日）

2,003
（日）

　前年度の実績を加味
し、年間2000日程度の
活動を見込んだが、１層
と２層の連携会議を設け
る等、地域課題の共有や
目指すべき方向性の議
論、協議体の設置に向け
ての意見交換を行うこと
で、各地域での活動に繋
がったため、目標を達成
できました。

4

　１層（市全域）及び２
層（旧市町単位）合わせ
て月１６６回程度地域に
関わることを目標にしま
したが、サロンを通した
活動や地域ケア会議等の
各地域で開催される会議
体に参加する等で、目標
値を上回る実績を上げる
ことができました。

拡充・充
実

　平成２９年度は、生活
支援コーディネーター
（１層及び２層）による
資源の把握、関係者間の
情報共有を主とした活動
により、目標を上回る実
績を上げることができま
した。
　平成３０年度はこれを
活かして、地域に不足す
るサービスの創出や多様
なサービスの担い手の養
成等の「資源開発」、
サービス提供主体間の連
携体制づくり等の「ネッ
トワーク構築」をさらに
進め、地域ケア会議等で
挙がった地域課題を協議
していく場、また多様な
関係主体間の定期的な情
報共有と連携・協働の場
としての「協議体」の設
置を目指します。
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地域包括ケ
ア推進室

認知症総
合支援事
業

　地域包括支援センターに認知
症初期集中支援チーム2チーム
設置し、認知症地域支援推進員
を平成29年4月より中部北包括
支援センターに1名増員、地域
における認知症ケア体制及び医
療との連携体制の更なる強化を
モデル的に図り、早期の段階か
らの適切な診断と対応、認知症
に関する正しい知識と理解に基
づく本人や家族支援を通じた総
合的かつ継続的な支援体制確立
を目的とします。

認知症地域推
進事業

　認知症高齢者等に対し
て有効な事業と考え支援
します。

　①.地域における
ネットワーク体制の
構築及び家族支援、
②医療機関と福祉・
介護の連携を行い、
認知症に対する正し
い知識・理解に基づ
き、本人や家族支援
を通じた総合的かつ
継続的な支援体制の
確立を目指す。

3

　平成27年10月から津
市高齢福祉課内に、津市
認知症初期集中支援チー
ムを発足しましたが、津
市全域が対象エリアであ
るため、Ｈ28年度に久
居・一志・白山・美杉地
区を対象とする認知症初
期集中支援チームを設置
し、2チーム体制で認知
症の早期診断・早期対応
に取り組んできました。
平成29年度は、訪問支援
対象者98件に対して、初
期集中支援チームの介入
により、医師の診断40
件、介護サービス48件に
つなげる等の実績を上げ
ることができました。
　また、地域の認知症疾
患医療センター等の関係
機関との連携について
も、顔の見える関係が構
築されてきており、今後
はこれを継続しつつ、認
知症地域支援推進員を中
心としたさらなる連携の
必要があります。

拡充・充
実

　認知症初期集中支援
チームによる認知症高齢
者の早期発見、早期治
療、適切なサービスにつ
なげるための支援及び認
知症地域支援推進員など
の各種関係機関との連携
支援を中心に、今後も更
に認知症高齢者に対する
支援が充実できるよう、
事業を展開する必要があ
ります。

地域包括ケ
ア推進室

在宅医
療・介護
連携推進
事業

　地域包括ケアシステム構築の
一環として、医療と介護の両方
を必要とする状態の高齢者が、
住み慣れた地域で自分らしい暮
らしを続けることができるよ
う、地域における医療・介護関
係機関の連携を図ります。

在宅医療・介
護関係者等に
関する相談支
援の件数（市
民・医療関係
者・介護関係
者）

　平成28年度より次の８
項目から成る在宅医療・
介護連携推進事業検討に
取り組んだため、検討会
議の開催数を指標としま
す。
⑴地域の医療・介護の資
源の把握
⑵在宅医療・介護連携の
課題と抽出の対応策の検
討
⑶切れ目のない在宅医療
と介護の提供体制の構築
推進
⑷医療・介護関係者の情
報共有の支援
⑸在宅医療・介護関係者
に関する相談支援
⑹医療・介護関係者の研
修
⑺地域住民への普及啓発
⑻在宅医療・介護連携に
関する関係市町村の連携

60件 76件

　津市在宅療養支援セン
ターに寄せられる在宅医
療・介護に関する相談件
数を月5件程度と見込み
設定したが、それを上回
る相談件数がありまし
た。

4

　平成２９年度は津市２
医師会連絡協議会介護保
険部会にワーキンググ
ループを設置し協議・検
討を進めた結果、津地区
及び久居一志地区医師会
に在宅医療・介護連携推
進事業を委託することが
決定し、事業全体の中核
的な役割（センター機
能）を担う「津市在宅療
養支援センター」を平成
29年7月1日に開設しま
した。
　津市在宅療養支援セン
ターには２名の専門職員
が配置され、同センター
内に設置された在宅医
療・介護ネットワーク会
議及び専門部会等の取組
の中で、在宅医療・介護
連携推進事業の全８項目
が開始されることとなり
ました。

拡充・充
実

　平成２９年度は津地区
及び久居一志地区医師会
に在宅医療・介護連携推
進事業を委託することが
決定し、事業全体の中核
的な役割（センター機
能）を担う「津市在宅療
養支援センター」が平成
29年7月1日に開設され
たことで、在宅医療・介
護連携推進事業の全８項
目が開始されることとな
りました。
　今後は同センターに設
置の各専門部会等の協
議・検討を通じて、これ
をさらに推進していく必
要性があります。

障がい福祉
課

障害者総
合支援法
関係事業

　障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法
律（以下「障害者総合支援法」
という。）に基づき、障がい者
（児）の自立と社会参加を促進
するため、障がい者（児）の
個々の特性や環境に応じ、必要
な障がい福祉サービスを提供し
ます。（介護給付、訓練等給
付、地域生活支援事業、自立支
援医療、補装具等）

障がい福祉
サービスの適
切な提供

　障がい者等の社会参加
と社会的自立の向上を目
指します。

　障害者総合支援法
に基づき障がい者
（児）が必要なサー
ビスを受け、地域で
安心して暮らすこと
ができるよう取り組
みます。

　障がい者（児）の有す
る能力及び適性、環境に
応じ、必要な障がい福祉
サービスを提供すること
で、自立と社会参加の促
進に貢献することができ
ました。

4

　障害者総合支援法によ
る障がい福祉サービス費
の給付や相談支援事業、
移動支援事業、日中一時
支援事業などの地域生活
支援事業の提供により、
障がいのある人の生活支
援、社会参加を図りまし
た。

現状維持

　障がいのある方の社会
生活を支えていく上で、
必要なサービスであり、
平成25年に障害者総合支
援法が施行され、平成30
年4月1日に、同法の見直
しが行われるなど、今後
も法制度の見直しや改正
に速やかに対応するとと
もに、引き続き実施して
いきます。
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障がい福祉
課

障害者福
祉事業

　特別障害者手当等の各種手当
を支給することにより、障がい
者（児）及びその保護者への経
済的支援を行い、障がい者の社
会福祉の向上を図るため障がい
者団体に活動補助金を支給しま
す。
　また、障がいのある児童に対
し、日常生活における基本的な
動作の指導や生活能力向上のた
めの訓練、集団生活への適応訓
練等を行うため、児童福祉法に
基づく給付を行い、障がい児の
居場所の確保を図ります。

障がい者計画
の推進

　障がい者が地域社会の
中で主体的に人生を送る
ことができるよう、社会
参加と社会的自立の向上
を目指します。

　津市障がい者計画
の基本目標の実現に
向け、各施策の方向
に記載されている事
項に取り組みます。

　障がい者等の経済的、
精神的負担を軽減すると
ともに、経済的な支援を
もとにした自立と社会参
加の促進を図ることがで
きました。

4

　重度の障がい者、障が
い児及びその保護者に各
種手当を支給し、障がい
のある人やその家族の生
活支援を図りました。
　また、障がい児通所支
援の利用に係る給付を行
うことで、療育の場の提
供や放課後等の居場所の
確保に努め、地域で生活
する障がい児やその家族
の生活支援を図りまし
た。

現状維持

　障がい者（児）や家族
の経済的・精神的負担の
軽減、社会参加や地域で
の自立した生活の促進を
図っていくため、今後も
引き続き事業を実施して
いきます。
　平成29年度に、津市障
がい福祉総合プラン（計
画期間：平成３０年度か
ら２０２０年度）を策定
したので、この計画に
沿って施策を展開しま
す。

援護課

生活困窮
者自立支
援法関係
事業

　生活保護に至る前の段階で、
生活困窮者の課題が複雑化、深
刻化する前の早期の段階におい
て、生活困窮者に対して包括的
な支援を行い、生活困窮者の自
立と尊厳の確保及び生活困窮者
支援を通じた地域づくりを行い
ます。

生活困窮者の
自立支援

　生活保護に至る前の段
階から早期に支援を行う
ことにより、生活困窮状
態から早期自立を支援し
ます。

250人 251人

　生活困窮者の状況
に応じた支援プラン
の作成と、自立支援
に関する措置を講じ
ることにより、生活
困窮者の自立促進を
図ります。

支援プラン作成
　　　　　　４９人
他制度による支援等
　　　　　２０２人

3

　相談者の状況に応じて
支援計画を作成し、生活
や就労に関する支援、子
どもの学習支援など相談
者の抱える課題に対し包
括的な支援を行い、庁内
関係各課及び各関係機関
と連携を図りながら、生
活困窮者の自立に向けた
支援を行いましたが、生
活困窮者の早期把握のた
め、地域住民への当該制
度の周知・啓発や、各関
係機関との連携を強化し
ていく必要があります。

拡充・充
実

　生活困窮者の抱える課
題は多様で複合化してお
り、その課題が深刻化す
る前に生活困窮者を早期
に発見し、そのおかれて
いる状況に寄り添った包
括的な支援が必要であ
り、事業の周知・啓発を
行うとともに関係機関と
の連携や情報共有により
当該事業の強化・推進を
図ります。

援護課
生活保護
事務事業

　生活保護の適正実施のため、
扶養義務者調査や医療扶助の決
定、実施に関し、嘱託医を設置
するとともに、診療報酬明細書
点検の業務委託を行います。

支援の適正
化、安定化

　適正な保護の実施に向
け、最も扶助額が大きい
医療扶助の適正に努めま
す。

　レセプト点検及び
後発医薬品の使用啓
発により医療扶助の
適正化に努めます。

レセプト点検枚数
63,193枚

4

　就労支援プログラムに
よる就労支援による自立
への支援や、嘱託医の配
置やレセプト点検による
医療扶助の適正執行に努
めるなど、生活保護の適
正実施に努めました。

拡充・充
実

　生活保護の適正実施に
向け、必要となる事務事
業を進めることができま
した。

援護課
生活保護
費支給事
業

　日本国憲法第２５条の理念に
基づき、生活に困窮する者に対
し、その困窮の程度に応じて必
要な保護を実施することによ
り、健康で文化的な最低限度の
生活を保障するとともに自立に
向けた支援を行います。

自立への支援
　生活保護法の目的達成
に向けた支援を行ってい
きます。

　生活保護受給者等
就労自立促進事業に
よるハローワークと
の連携により、稼働
年齢層の就労支援に
努めます。

　自立支援の達成度を設
定するのが困難です。

3

　生活保護制度の適正な
運用、就労支援プログラ
ムの活用による早期の就
労自立、適切な指導、相
談及び助言による自立助
長に努めました。

現状維持

　生活保護制度の適正な
運用に努め、稼働能力の
ある被保護者には、就労
支援プログラムの活用に
よる適切な指導、相談及
び助言により、早期の就
労自立支援を行っていき
ます。
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介護保険課
認定調査
等事業

　被保険者が給付を受けるため
には、要介護度・要支援度の認
定を受けることが必要であり、
介護認定審査会でその審査・判
定を行っています。
　当事業では、申請者が速やか
に介護認定を受けていただくた
めに、認定審査会の運営を除く
認定処理（認定申請の受付、審
査資料の基となる認定調査票・
主治医意見書の作成、審査後の
結果通知の発送等）を行ってい
ます。
　なお、介護認定審査会の運営
については別事業で行っていま
す。

申請から認定
通知の発送ま
での迅速な対
応

　高齢化に伴い増加する
認定申請に対応し、申請
から認定通知の発送まで
を迅速に行います。

　申請から認定通知
の発送までを迅速に
行います。

　申請件数は前年度とほ
ぼ同程度であり、認定調
査等の遅れにより、処理
に多少時間を要した結
果、法定の処理日数で対
応できない申請も前年程
度ありました。

3

　前年度より引き続き、
法定の処理日数内で対応
できない遅延分の申請に
ついて、早期解消に努
め、その他についても遅
滞なく処理を進めていく
必要があります。
　認定調査の対応の遅れ
については、調査員の補
充や処理の迅速化・適正
化等について委託先と調
整を行い、法定日数内で
の対応を目標として適正
な処理に努めています。
　また、調査実施後に委
託先から提出された調査
票の処理等、その後の手
続きについても速やかに
処理を進めるなど、介護
サービスを必要とする被
保険者の申請に対し、適
正かつ迅速に対応してい
くべく取り組みます。

現状維持
　介護が必要な被保険者
ため、適正かつ速やかな
認定処理を行います。

介護保険課
審査会一
般管理事
業

　被保険者が給付を受けるため
には、要介護度等の認定を受け
ることが必要です。その審査・
判定を行うために、介護認定審
査会を設置しています。
　当事業では介護認定審査会の
運営が円滑に行われるよう、介
護認定審査会資料の作成・送
付、各委員への連絡調整等を
行っています。

迅速な審査資
料の作成・認
定審査会の連
絡調整

　適正かつ迅速に認定審
査会が開催できるよう、
審査資料の作成・認定審
査会の連絡調整を行いま
す。

　適正かつ迅速に認
定審査会が開催でき
るよう、審査資料の
作成・認定審査会の
連絡調整を行いま
す。

　認定申請件数について
前年度よりやや増加傾向
でしたが、適正に処理す
ることができました。

4

　介護認定審査会を迅
速・適切に開催し、円
滑・適正な運営を行うこ
とができました。

現状維持

　介護認定審査会を今後
も引続き迅速・適切に開
催し、円滑・適正な運営
を行います。

介護保険課
介護認定
審査会運
営事業

　被保険者が給付を受けるため
には、要介護度等の認定を受け
ることが必要であり、その審
査・判定を行うため介護認定審
査会を設置しています。
　当事業は介護認定審査会の運
営を行っており、申請者数に対
応し、適切かつ迅速に介護認定
審査会を開催します。

介護認定審査
会の適切かつ
迅速な開催

　高齢化に伴う介護認定
申請者数の増加に対応
し、適切かつ迅速に介護
認定審査会を開催しま
す。

　高齢化に伴う介護
認定申請者数の増加
に対応し、適切かつ
迅速に介護認定審査
会を開催します。

　認定申請件数について
前年度よりやや増加傾向
でしたが、適正に処理す
ることができました。

4

　介護認定審査会を迅
速・適切に開催し、円
滑・適正な運営を行うこ
とができました。

現状維持

　介護認定審査会を今後
も引続き迅速・適切に開
催し、円滑・適正な運営
を行います。

介護保険課
趣旨普及
事業

　介護保険制度は、４０歳以上
の被保険者の介護サービスを提
供する仕組みとして、社会保険
方式により平成１２年に制度が
創設されました。
　介護保険制度の理解は、適正
なサービス利用や公平な負担
（利用負担金や保険料）に繋が
り、介護保険事業の適正な運営
に資することから、広報等によ
る啓発とともに、窓口等での問
い合わせに対し分かり易く説明
を行うなど、制度を理解いただ
くよう努めていきます。

パンフレット
等による啓発
と窓口等での
啓発・説明

　主たる事業が啓発であ
り、成果自体の客観的な
数値が出し難いため、啓
発を通じた窓口等での対
応などを通じ、分かり易
い説明に努めます。

　パンフレット等の
配置・配布と市民に
対する分かり易い説
明を行います。

　パンフレット等を配置
すると共に、市民に対し
ては、窓口や電話などで
わかりやすく説明を行い
ました。

4

　市民からの介護保険制
度に係る質問に対し、適
切に回答を行い制度の周
知・啓発・理解に努める
ことができました。

現状維持
　市民に対し介護保険制
度の周知・啓発を継続し
て行います。

11 / 22 



健康福祉部 評価：４＝できている　３＝概ねできている　２＝課題克服が必要　１＝未着手状況　　

指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成30年
度以降の事
業の方向性

所見

所管課長等による評価

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成29年度） 事業の評価

介護保険課
計画策定
等関係事
業

　介護保険制度においては、3
年毎に高齢者福祉計画の策定と
同時に介護保険事業計画を策定
することとなっています。　計
画では市内における必要なサー
ビス量と保険給付費、そして被
保険者が負担する介護保険料を
試算し、バランスの取れた内容
にしていくことが必要です。

新介護保険事
業計画の実施
と次期計画の
策定

　新たに策定した「第７
次高齢者福祉計画・第６
期介護保険事業計画」に
基づく地域密着型サービ
スや地域包括支援セン
ターに関する審議を行
い、計画の着実な推進を
図る必要があります。

　第７次高齢者福祉
計画・第６期介護保
険事業計画の推進と
次期計画の策定を行
います。

　市民へのアンケート調
査、関係機関の意見等を
踏まえ、平成３０年度か
ら３２年度までを計画期
間とする第７次高齢者福
祉計画・第６期介護保険
事業計画を策定しまし
た。

4

　高齢者福祉計画及び介
護保険事業計画に関する
重要な事項を審議し、高
齢福祉施策の効果的な推
進及び介護保険事業の円
滑な運営を図ることがで
きました。

現状維持

　平成２９年度は次期計
画の策定において、２０
２５年に向けた地域包括
ケアの深化・推進を目指
した地域づくり等を目標
に計画を策定しました。
　平成３０年度以降につ
いては、介護保険事業等
検討委員会において、引
続き地域密着型サービス
や地域包括支援センター
に関する事項などについ
て審議を行うとともに、
介護保険事業の円滑かつ
適切な運営を行っていく
必要があります。

介護保険課

居宅介護
サービス
等給付事
業

　在宅の要介護認定者に対して
行なわれたサービスに対し、事
業者へ介護報酬の支払いを行い
ます。
（在宅介護とは、自宅で介護を
受けている市民に対するサービ
スで、訪問介護サービスなどが
あります。）

適正な介護報
酬の支払い

　介護保険制度では、被
保険者へのサービス提供
と介護報酬の支払いは一
体であり、介護保険法に
より事業の内容や給付内
容が定められています。
引続き効率的な事務を行
なうため努力を行なって
いきます。

　介護報酬の支払い
と、内容確認を的確
に行ないます。

　適正な介護報酬の支払
いを行いました。

4
　適正な給付に努めると
ともに、効率的な事務を
行うことができました。

現状維持

　介護報酬について、適
正な支払を行うため、引
き続き支払内容の精査を
行います。

介護保険課

地域密着
型介護
サービス
給付事業

　在宅及び入所の要介護認定者
に対して行なわれたサービスに
対し、事業者へ介護報酬の支払
いを行います。
（地域密着型介護サービスと
は、市町単位の地域の中で、在
宅や入所のサービスを提供しま
す。したがって、サービスを受
けられるのは市民に限られま
す。小規模多機能型居宅介護
サービスやグループホーム等が
あります。）

適正な介護報
酬の支払い

　介護保険制度では、被
保険者へのサービス提供
と介護報酬の支払いは一
体であり、介護保険法に
より事業の内容や給付内
容が定められています。
引続き効率的な事務を行
なうため努力を行なって
いきます。

　介護報酬の支払い
と、内容確認を的確
に行ないます。

　適正な介護報酬の支払
いを行いました。

4
　適正な給付に努めると
ともに、効率的な事務を
行うことができました。

現状維持

　介護報酬について、適
正な支払を行うため、引
き続き内容確認等の精査
を行います。

介護保険課

施設介護
サービス
等給付事
業

　要介護認定者が施設に入所し
サービスを受けます。当該サー
ビスを提供した事業者に対し介
護報酬の支払いを行います。
（施設介護サービスとは、施設
に入所することによりサービス
を提供します。特別養護老人
ホームなどがあります。）

適正な介護報
酬の支払い

　介護保険制度では、被
保険者へのサービス提供
と介護報酬の支払いは一
体であり、介護保険法に
より事業の内容や給付内
容が定められています。
引続き効率的な事務を行
なうため努力を行なって
いきます。

　介護報酬の支払い
と、内容確認を的確
に行ないます。

　適正な介護報酬の支払
いを行いました。

4
　適正な給付に努めると
ともに、効率的な事務を
行うことができました。

現状維持

　介護報酬の適正な支払
を行うため、引き続き内
容確認等の精査を行いま
す。

介護保険課
福祉用具
購入事業

　福祉用具の購入事業とは、要
介護認定者が日常生活を行える
ように、特定福祉用具を購入し
た時に購入費を支給するサービ
スです。

適正な福祉用
具購入サービ
スの提供

　高齢化社会の進展と共
に、福祉用具が必要な被
保険者は増えています。
ニーズにあった福祉用具
を提供することにより、
よりよい生活ができるよ
う、適正な説明・指導を
行なっていきます。

　適正な福祉用具購
入サービスの提供に
努めます。

　適正な介護報酬の支払
いを行いました。

4
　適正な給付に努めると
ともに、効率的な事務を
行うことができました。

現状維持
　福祉用具が必要な市民
に対し、引き続き、購入
費の支援を行います。
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指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成30年
度以降の事
業の方向性

所見

所管課長等による評価

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成29年度） 事業の評価

介護保険課
住宅改修
事業

　要介護認定者が、自宅で安全
に安心に暮らせるように自宅の
改修（手すりの取り付け、段差
解消等）を行なう時に、住宅改
修費の給付を行ないます。

適正な住宅改
修サービスの
提供

　高齢化社会の進展と共
に、自宅改修が必要な被
保険者は増える傾向にあ
ります。被保険者が暮ら
しやすい環境をつくるた
め、効果的にサービスを
提供できるよう、要介護
認定者の事前相談等につ
いて、適切な説明・指導
を行ないます。

　適正な住宅改修
サービスの提供に努
めます。

　適正な介護報酬の支払
いを行いました。

4
　適正な給付に努めると
ともに、効率的な事務を
行うことができました。

現状維持

　在宅での生活支援は要
介護度の重度化を防止す
ると共に、在宅サービス
の充実にも役立つことか
ら、引き続き事業を行い
ます。

介護保険課
サービス
計画給付
事業

　要介護認定者が必要なサービ
スを受けるためには、ケアマネ
ジャー（介護支援専門員）等が
本人、家族の意向を確認し、
サービス事業者と連絡調整を行
い居宅サービス計画を作成しま
す。
　当該計画の作成に対し、居宅
介護支援事業者へ介護報酬の支
払いを行います。

適正な介護報
酬の支払い

　介護保険制度では、被
保険者へのサービス提供
と介護報酬の支払いは一
体のもので、介護保険法
により事業の内容や給付
内容が定められていま
す。引続き効率的な事務
を行なうため努力を行
なっていきます。

　介護報酬の支払い
と、内容確認を的確
に行ないます。

　適切な介護報酬の支払
いを行いました。

4
　適正な給付に努めると
ともに、効率的な事務を
行うことができました。

現状維持

　引き続き、適切な在宅
サービス計画の作成が行
われるよう給付内容の精
査を行います。

介護保険課

介護予防
サービス
等給付事
業

　要支援認定者の心身機能の維
持を図るためのサービスです。
要支援認定者のケアプランを作
成し、プランに基づき、訪問介
護や訪問リハビリテーションな
どのサービスを事業所が提供す
るとともに、住宅改修や福祉用
具の費用の給付を行ないます。

適正な介護報
酬等の支払い

　介護保険制度では、被
保険者へのサービス提供
と介護報酬等の支払いは
一体であり、介護保険法
により事業の内容も給付
内容が定められていま
す。引続き効率的な事務
を行なうため努力を行っ
ていきます。

　介護報酬等の支払
いと、内容確認を的
確に行ないます。

　適正な介護報酬の支払
いを行いました。

4
　適正な給付に努めると
ともに、効率的な事務を
行うことができました。

現状維持

　要支援認定者のケアプ
ランの作成が適切に行わ
れるよう内容確認等の精
査を行います。

介護保険課
高額サー
ビス事業

　要介護者・要支援者の１ヶ月
のサービスに対する利用者負担
額が、一定の上限を超えた場
合、申請により高額サービス費
として支給をし、利用者の負担
の軽減を図ります。

適正な高額
サービス費の
支払い

　介護保険制度では、被
保険者へのサービス提供
と介護報酬等の支払いは
一体であり、介護保険法
により事業の内容や給付
内容が定められていま
す。引き続き効率的な事
務を行なうため努力を
行っていきます。

　適正な事務処理に
努めます。

　適正な支払いを行うこ
とができました。

4
　適正な給付に努めると
ともに、効率的な事務を
行うことができました。

現状維持
　利用者の負担軽減を図
るため、引き続き事業を
行います。

介護保険課
高額医療
合算サー
ビス事業

　介護保険と医療保険の両方の
利用者負担を年間で合算し、高
額となった場合に限度額を超え
た部分を支給する事業です。

適正な高額医
療合算サービ
ス費の支払い

　介護保険制度では、被
保険者へのサービス提供
と介護報酬等の支払いは
一体であり、介護保険法
により事業の内容や給付
内容が定められていま
す。引き続き効率的な事
務を行なうため努力を
行っていきます。

　該当者への説明と
的確な給付を行いま
す。

　適正な支払いを行うこ
とができました。

4
　適正な給付に努めると
ともに、効率的な事務を
行うことができました。

現状維持
　利用者の負担軽減を図
るため、引き続き事業を
実施します。

介護保険課

第１号訪
問・通
所・生活
支援事業

　在宅の要支援認定者及び事業
対象者に対して行なわれた第１
号訪問・通所事業について、指
定事業者及び委託事業者へ第１
号事業支給費の支払いを行うと
ともに、地域住民が主体となっ
て第１号訪問・通所事業を行う
場合は、当該事業の実施団体に
対して補助金を交付します。

適正な第１号
事業支給費の
支払い及び効
果的・効率的
な事業の実施

　平成２９年度から、新
しい総合事業を開始し、
事業を実施する指定事業
者又は委託事業者に対
し、介護報酬として第１
号事業支給費を支給する
とともに、住民主体によ
り事業を行う団体に対し
補助金を交付します。第
１号事業支給費及び補助
金交付に関し適正な事務
処理を行っていくととも
に、効果的・効率的な事
業実施が図られるよう努
めます。

　第１号事業支給費
及び補助金の支払い
と内容確認を的確に
行ないます。また、
多様なサービスの充
実を図り、要支援者
等の状態に応じた
サービス利用の促進
を図ります。

　適正な第１号事業費等
の支払いを行いました。

4
　適正な給付に努めると
ともに、効率的な事務を
行うことができました。

現状維持
　引き続き、適切な給付
が行われるよう給付内容
の精査を行います。
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成果指標（平成29年度） 事業の評価

介護保険課

介護予防
ケアマネ
ジメント
事業

　在宅の要支援認定者及び事業
対象者が介護予防・日常生活支
援総合事業のサービスを受ける
ためには、ケアマネジャー（介
護支援専門員）が本人、家族の
意向を確認し、サービス事業者
と連絡調整を行い介護予防ケア
マネジメントを行います。
当該ケアマネジメントの実施に
関し、地域包括支援センターへ
介護予防ケアマネジメント費の
支払いを行います。

適正な介護予
防ケアマネジ
メント費の支
払い

　平成２９年度から、新
しい総合事業を開始し、
第１号介護予防支援事業
を実施する地域包括支援
センターに対し、介護予
防ケアマネジメント費を
支給します。介護予防ケ
アマネジメント費の支払
いに関し適正な事務処理
を行っていきます。

　適正な事務処理に
努めます。

　適正な介護予防ケアマ
ネジメント費の支払いを
行いました。

4
　適正な給付に努めると
ともに、効率的な事務を
行うことができました。

現状維持

　引き続き、適切な在宅
サービス計画の作成が行
われるよう給付内容の精
査を行います。

保険医療助
成課

国民健康
保険運営
協議会運
営費

　国民健康保険事業の運営に関
する重要な事項を審議するた
め、被保険者や保険医、保険薬
剤師、公益団体等の代表者１８
名で組織されています。

運営協議会の
開催

　国民健康保険事業会計
の予算、決算等を審議し
ます。

4回 3回

　国民健康保険事業
の運営に関する重要
な事項を審議するた
め、必要に応じて開
催します。

　国保会計の平成30年度
予算、平成28年度決算が
適正であると認められま
した。平成30年度保険料
率や条例改正、保健事業
計画等について承認を得
られました。

4

　国民健康保険事業特別
会計の財政運営、条例改
正等の重要問題につい
て、多方面からの広範な
意見を聞き、事業計画等
に反映することができま
した。

現状維持

　国民健康保険法に基づ
く協議会の設置であり、
現状を維持します。ま
た、協議会の開催につい
ては、必要に応じ開催し
ます。

保険医療助
成課

医療給付
事業

　所得に対して医療費（不妊治
療・不育症治療においては治療
費。以下同じ。）の負担が大き
い障がい者、65歳以上障がい
者、一人親家庭等、妊産婦、精
神障がい者、子ども並びに不妊
治療・不育症治療を受ける夫婦
に対し、医療費の一部を助成す
ることにより、対象者やその世
帯等の生活の安定及び経済的負
担の軽減を図ります。
　また、医療機関等に対し、当
該医療費助成額を算出する基礎
となる領収証明書作成に係る経
費を助成することにより、医療
費助成事務の円滑な実施を行い
ます。

適正な給付

　本事業は、対象者に対
して医療費の一部を助成
するものであり、条例等
の規定に基づき適正な給
付に努めます。

1,858,9
24千円

　条例等に基づき適
正な給付を行いま
す。

　適正な給付を行いまし
た。

4

　医療費の一部を助成す
ることにより、対象者や
その世帯等の生活の安定
及び経済的負担の軽減を
図ることができました。
　市単独事業として、平
成２８年９月診療分から
新たに中学生通院医療費
助成を開始し、妊産婦医
療費助成及び妊産婦健康
診査費助成、精神障害者
医療費助成(指定医療機関
への90日を超える継続入
院)については、引き続き
助成を実施しました。
　また、証明事務手数料
の助成により、福祉医療
費助成事業の円滑な実施
に寄与することができま
した。

拡充・充
実

　
　引き続き適正な給付の
実施を行います。
　平成30年9月診療分か
ら未就学児の窓口無料化
を実施します。また、障
害者医療費の助成対象を
拡大し、精神障害者保健
福祉手帳２級所持者の通
院医療費の１／２助成を
実施します。
　三重県に対しては、子
ども医療費の助成拡大(中
学生入通院）及び障がい
者医療費の助成拡大(精神
障がい者２級の通院)につ
いて、県補助制度の拡大
が実施されるよう、ま
た、窓口無料化に伴い増
加した医療費助成額につ
いて、県補助対象とする
よう要望を行っていきま
す。
　不妊治療、不育症治療
の治療費助成について
は、今後も一層の周知を
図り、治療を受ける夫婦
に制度の活用を促すなど
取り組みを進めていきま
す。
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保険医療助
成課

国民年金
事務費

　第１号被保険者に係る関係届
書の受付・審査・報告、免除
（法定・申請）関係届等の受
付・審査・報告、第１号被保険
者期間のみの年金裁定請求書の
受付・審査・報告、障害基礎年
金の現況届の受付・審査・報
告、老齢福祉年金の関係届書の
受付・審査・報告、第１号被保
険者に係る適用関係相談などを
行います。法定受託事務以外の
届書等の回送、住所変更情報・
未納者対策所得情報等の各種情
報提供等の協力・連携事務を実
施します。

国民年金の適
正な事務執行

　国民年金市町村処理要
綱に基づき法定受託事務
を適正に行います。

　国民年金市町村処
理要綱に基づき法定
受託事務を適正に行
います。

　目標を達成できまし
た。

4

　国民年金市町村処理要
綱に基づき法定受託事務
を適正に行いました。国
民年金事務に係る協力・
連携を行うことにより、
住民サービスの向上と日
本年金機構におけるより
迅速な事務処理に寄与す
ることができました。

現状維持

　国民年金市町村処理要
綱に基づき法定受託事務
を適正に行います。国民
年金事務に係る協力・連
携を行うことにより、住
民サービスの向上と日本
年金機構におけるより迅
速な事務処理に寄与して
いきます。

保険医療助
成課

一般事務
費

　75歳以上の高齢者及び65歳
以上で一定の障がいがあり、申
請して広域連合の認定を受けた
人を対象として、平成20年4月
１日から施行された後期高齢者
医療制度の事務事業を実施して
います。三重県後期高齢者医療
広域連合との役割分担の中で、
市町の役割として、被保険者資
格の取得・喪失、各種保険給付
等に係る申請の受付事務等を行
うとともに、広報経費や電算処
理システム（広域連合とデータ
連携している標準システム）委
託料等に要する経費の執行管理
を行っています。

制度の適正な
運営

　後期高齢者医療制度の
資格・給付に係る適正な
事務処理に努めます。

　後期高齢者医療制
度の適正な運営に努
めます。

　目標を達成できまし
た。

4

　後期高齢者医療制度の
資格・給付に係る事務事
業を適切に実施しまし
た。

拡充・充
実

　被保険者が増加する傾
向にあり、後期高齢者医
療制度の資格・給付に係
る事務事業も増加するた
め、その対応が必要とな
ります。

保険医療助
成課

徴収事務
費

　75歳以上の高齢者及び65歳
以上で一定の障がいがあり、申
請して広域連合の認定を受けた
人を対象として、平成20年4月
１日から施行された後期高齢者
医療制度の事務事業を実施して
います。三重県後期高齢者医療
広域連合との役割分担の中で、
市町の役割として、保険料の月
割賦課や徴収・還付に係る事務
を担っており、それらの事務を
一元的に管理する電算システム
委託料、納付書・督促状・催告
書の通信運搬費等の徴収事務に
要する経費の執行管理を行って
います。

制度の適正な
運営

　後期高齢者医療保険料
の賦課徴収に係る適正な
事務処理に努めます。

　後期高齢者医療制
度の適正な運営に努
めます。

　目標を達成できまし
た。

4

　後期高齢者医療保険料
の適切な賦課・徴収のた
めに効果的に事務事業を
実施できました。

拡充・充
実

　被保険者が増加する傾
向にあり、後期高齢者医
療保険料の適切な賦課・
徴収を行うための事務事
業も増加するため、その
対応が必要となります。

保険医療助
成課

後期高齢
者医療広
域連合納
付金

　後期高齢者医療制度の保険者
である三重県後期高齢者医療広
域連合の円滑な運営に資するた
めに、当該広域連合に負担金を
納付しています。

制度の適正な
運営

　三重県後期高齢者医療
広域連合に負担金を支出
し、広域連合の財政的安
定化に寄与します。

　後期高齢者医療制
度の適正な運営に努
めます。

　目標を達成できまし
た。

4

　三重県後期高齢者医療
広域連合の適正な運営の
ために財政的な寄与をす
ることができました。

拡充・充
実

　三重県後期高齢者医療
広域連合の予算で定めら
れた負担金額を納付する
ことにより、広域連合の
適正な運営に寄与してい
く必要があります。

保険医療助
成課

一般事務
費

　国保事業全般にかかる必要経
費です。（レセプト点検員、国
保連合会との共同電算処理費な
ど）

国保事業の適
正な事務執行

　国保事業全般にかかる
経常経費で、適正に執行
します。

　国保事業全般にか
かる経常経費で、適
正に執行します。

　目標を達成できまし
た。

4
　国保事業全般に係る経
常経費であり、適正に執
行しました。

現状維持

　国保事業全般に係る経
常経費であり、適正に執
行するとともに、経費削
減に努め、現状を維持し
ます。
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課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成29年度） 事業の評価

保険医療助
成課

賦課徴収
事務費

　国民健康保険事業の健全な運
営のため、賦課徴収を適正に行
うための経常経費です。

収納率(現年
度分）

　国民健康保険事業の健
全な運営のために保険料
の収納率向上に努めま
す。

91.50% 91.27%

　納付お知らせセンター
からの電話による早期の
納付勧奨やコンビニ収
納、特別滞納整理推進室
と連携した収納対策及び
滞納処分の取組みのほ
か、年金ねっと活用によ
る資格の適正化により、
約0.5％もの収納率の向
上を図ることができた。

3

　早期の納付忘れ防止の
ために納付お知らせセン
ターを活用し昼間、夜
間、休日に電話勧奨を行
うとともに、コンビニ収
納や窓口での納付相談等
の収納体制の強化、年金
ネットを活用した資格の
適正化により、収納率の
向上を図ることができ
た。引き続き、保険料負
担の公平性確保のため、
収納対策に取り組み、収
納率の向上に努める。

拡充・充
実

　国保事業のうち賦課・
徴収にかかる経費であ
り、適正に執行するとと
もに、経費削減に努めま
す。
　特別滞納整理推進室と
連携した取り組みのほ
か、当課においても、納
付誠意のない滞納者に対
しては、差押え等の滞納
処分を行い収納率向上に
努めます。

保険医療助
成課

趣旨普及
事業

　国民健康保険事業の啓発のた
め、冊子の発行・広報への登載
をすることで、国民健康保険制
度の理解度を深めるとともに、
医療費削減を図るために後発医
薬品の普及に努めます。

普及啓発回数

　送付数では被保険者世
帯数に限定的であるた
め、国民健康保険制度の
事業内容の周知やジェネ
リック医薬品の啓発を行
う回数にします。

4回 4回
　目標を達成することが
できました。

3

　国民健康保険被保険者
に対し、事業内容の周知
や、後発医薬品の普及に
努めました。今後もより
一層お知らせ内容を充実
し、制度等の普及に努め
ていきます。

拡充・充
実

　国民健康保険制度への
理解を深めてもらうため
の事業であり、広報等の
掲載内容を充実するとと
もに、ポスター等による
啓発により、制度等の普
及に努めていきます。

保険医療助
成課

特定健診
関係事業

　高齢者の医療の確保に関する
法律に基づき、40～74歳の国
保加入者を対象に、特定健康診
査の受診及び保健指導を実施す
ることにより、生活習慣病の予
防・早期発見・早期治療につな
げ、将来の医療費削減を図りま
す。

特定健診受診
率

　津市第２期国民健康保
険特定健康診査等実施計
画に基づいています。

　広報紙やホームページ
などで啓発を行うほか、
40歳の人、61～74歳未
受診者、75歳到達者に対
し電話勧奨の実施、モデ
ル地区内の65～69歳の
未受診者を中心に対し訪
問勧奨の実施、40～74
歳の未受診者に対し勧奨
はがきの送付を行いまし
た。

2

　平成29年度の取組とし
て、今年度初めて健診対
象となる40歳の人・41
～64歳の前年度未受診の
人・75歳到達者に電話勧
奨を行いました。また、
健診受診率の低い地区を
健診啓発モデル地区と
し、65～69歳の未受診
者の人を中心に訪問によ
る受診勧奨を実施しまし
た。
　さらに40～74歳の未
受診者に受診勧奨はがき
の送付を行いましたが、
受診率は向上せず、目標
率の達成には至りません
でした。今後も更なる受
診率向上対策に取り組
み、健康づくり・生活習
慣病予防・重症化予防に
努めていきます。

拡充・充
実

　平成29年度において
は、40歳の人・41～74
歳の前年度未受診者・75
歳到達者を対象に健診の
受け方について電話・訪
問・通知で案内し勧奨し
ましたが、受診率はアッ
プには至りませんでし
た。その原因として、国
保被保険者数が減少傾向
にあり、特に受診率の高
かった年代層が国保から
後期高齢者医療保険制度
等へ移行したことが影響
していると考えされま
す。
　また、平成29年度電話
勧奨での聞き取り調査に
よると、特定健診を受け
ない理由の第1位は、
「治療中だから。」であ
り、津市国保は65歳以上
の割合が高いため、すで
に医療機関にかかってお
り、あえて特定健診は受
診しないという人が多い
ことが影響していると分
析しています。このこと
を踏まえ、今後は、健診
協力医療機関に対し、通
院中の患者様へ特定健診
を受診するよう勧奨を依
頼し、受診率向上に努め
ます。
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成果指標（平成29年度） 事業の評価

保険医療助
成課

特定保健
指導関係
事業

　高齢者の医療の確保に関する
法律に基づき、40～74歳の国
民健康保険加入者のうち特定健
康診査を受診した結果により特
定保健指導の対象となった人に
保健指導を行い、対象者自らが
生活習慣を振り返り、生活習慣
の改善に取り組み、自分の健康
に関する自己管理ができるよう
になることを目的とします。そ
のことによりメタボリックシン
ドローム該当者及び予備群の減
少、将来の医療費の削減を図り
ます。

特定保健指導
の実施率（終
了率）

　津市第2期国民健康保
険特定健康診査等実施計
画の基準によります。

　平成28年度に特定保健
指導積極的支援の実施率
向上対策としてグループ
支援を実施しましたが、
希望者が少なかったた
め、廃止し、これまで動
機付け支援のみを対象と
していた健康測定会を積
極的支援も対象としたと
ころ、申込数が増加しま
した。今後も引き続き、
更なる実施率向上をめざ
す必要があります。

2

　平成29年度の取組とし
て、電話や訪問による利
用勧奨や健康測定会での
特定保健指導など積極的
に利用率向上のための取
組を行ったところ、申込
率は向上しました。平成
30年度からは、これまで
の事業を評価し、見直し
を行い、津市第3期国民
健康保険特定健康診査等
実施計画に基づき、効果
的に特定保健指導終了率
向上を目指す必要があり
ます。

拡充・充
実

　これまで、特定保健指
導終了率向上対策とし
て、未利用者に対して健
康測定会を実施していま
したが、平成29年度はす
べての特定保健指導対象
者の案内通知に、「来所
型コース」、「訪問型
コース」、「健康測定会
コース」の中から選べる
ように工夫しました。今
後は、新たに「健診結果
説明会」を兼ねた「糖尿
病予防教室」を開催し、
その中で該当者があれ
ば、特定保健指導を実施
します。
　また、希望者（保健セ
ンター来所型特定保健指
導利用者のみ）には「栄
養教室」を取り入れた特
定保健指導を行い、終了
率向上に努めます。

保険医療助
成課

がん検診
等負担金

　被保険者の健康保持及び増進
を図ることを目的としていま
す。

国保被保険者
の肺がん検診
受診率

　肺がんは他のがんと比
較し、件数が多く、１件
あたりの医療費が高額で
あることから、平成２７
年１２月策定の「津市国
民健康保険保健事業実施
計画書」で課題項目に取
り上げているため、国保
被保険者の肺がん検診の
受診率にしました。

45% 33.80%
　普及啓発に力を入れて
受診率の向上に努めま
す。

3

　がん予防及び早期発見
を目的に助成を行うこと
により、被保険者の負担
軽減及び健康づくりの向
上に寄与することができ
ました。今後も受診率の
向上に向けて、啓発に取
り組んでいきます。

拡充・充
実

　被保険者の疾病予防、
早期発見により医療費の
抑制に寄与するため、今
後も受診率の向上に向け
て、啓発に取り組んでい
きます。

保険医療助
成課

一般事務
費

　市民・被保険者の健康保持・
増進及び国民健康保険事業の理
解を図るための啓発事業を行い
ます。

国保だより発
行回数

　啓発活動に伴う事務費
のため、広報津への折込
回数にしました。

2回 2回
　目標を達成できまし
た。

4

　国民健康保険事業への
理解及び健康意識の向上
に寄与することができま
した。

拡充・充
実

　健康保持・増進、国民
健康保険事業への理解を
深めるため、更なる啓発
に努めます。

保険医療助
成課

医療用機
械器具費

　診療所における医療用機械器
具の購入及び機器修繕に係る経
費です。

安全・安心な
まちづくりの
実施

　白山・美杉地域におけ
る地域医療の確保を目指
します。

　白山・美杉地域に
おける地域医療の安
心・安全な診療を目
指します。

　支障なく診療ができま
した。

4
　白山・美杉地域におけ
る地域医療の安心・安全
な診療の確保ができた。

現状維持

　白山・美杉地域におけ
る地域医療の安心・安全
な診療を成すものであ
り、医師との連携のも
と、必要に応じた医療機
器の購入を行います。

保険医療助
成課

一般事務
費

　診療所維持の運営、白山・美
杉地域における地域医療確保に
係る経費です。

安全・安心な
まちづくりの
実施

　白山・美杉地域におけ
る地域医療の確保を目指
します。

　過疎地域の医療で
あるので安心・安全
な街づくりを目指し
ます。

　医師を確保でき、支障
なく診療ができました。

4

　過疎地域にあって医療
体制を確保することは、
安全で安心して暮らせる
まちづくりの根幹を成す
ものであり、大きな役割
が果たせました。

現状維持

　過疎地域にあって医療
体制を確保することは、
安全で安心して暮らせる
まちづくりの根幹を成す
ものであり、現状を維持
します。

保険医療助
成課

薬品費
　診療に必要な医薬品の購入費
です。

診療件数

　診療行為に付随して投
薬する医薬品であるた
め、診療件数が指標とな
ります。

　必要な医薬品を適
宜調達し、支障なく
診療します。

　目標を達成しました。 4
　必要な医薬品を適宜調
達することにより、患者
に対する処方ができた。

現状維持
　今後も必要な医薬品を
適宜調達し、支障なく診
療を行います。
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健康づくり
課

一般管理
事業

　市民の健康維持・増進を図る
ために、保健センター施設の管
理運営及び保健衛生事業を行う
とともに、河芸保健センター、
美里保健センターの施設維持管
理と各保健センター施設（久
居、美杉保健センターを除く）
の貸館業務を行い、利用者の利
便性を図ります。
　保健事業等の円滑な推進を図
るため、医師会や歯科医師会等
の連携・協力を図ります。

施設の維持管
理を行う

　中央保健センターの改
修工事を行い、全面クッ
ションフロア貼りの衛生
的なフロアに改修しま
す。また、河芸保健セン
ター及び美里保健セン
ターの設備の保守管理、
修繕等を行い保健セン
ターで行う事業に支障が
ないように努めます。

4

　中央保健センターの改
修工事を行い、全面クッ
ションフロア貼りの衛生
的なフロアに改修しまし
た。また河芸保健セン
ター及び美里保健セン
ターの設備保守の各業務
委託等で適切な管理運営
を行うことができまし
た。

現状維持

　中央保健センターの改
修工事が完了し、１月か
ら幼児健診は以前よりも
より安全で快適な環境が
作れ、河芸保健センター
及び美里保健センターの
設備保守の各業務委託等
で適切な管理運営を行う
ことができました。

健康づくり
課

予防衛生
事業

　市民の免疫水準をあげ、感染
症の発生及び流行を防ぎ、市民
の健康が保持できるよう予防接
種の接種率向上に努めます。
　また、高齢者個人の感染症予
防及び重症化予防を図るため、
高齢者肺炎球菌ワクチンの費用
助成等任意の予防接種を実施し
ます。
　さらに、結核の早期発見と、
感染予防をはかり、市民の健康
維持のため予防接種、高齢者の
胸部レントゲン検診を実施しま
す。

麻しん・風し
ん（ＭＲ）予
防接種１期、
2期の接種率

　風しんの流行により、
特定感染症予防指針がＨ
２６年３月に公布され、
麻しんについては、Ｈ２
５年４月に指針が適用さ
れており、共に接種率を
９５％以上にするという
目標を掲げていることか
ら成果指標として、ＭＲ
予防接種の接種率を維持
していくことに努めま
す。対象者への個別通知
や赤ちゃん訪問、幼児健
診での啓発や教育関係や
保育園関係等と連携を図
り接種率の維持に努めま
す。

95%

ＭＲ1期
ＭＲ2期
97.5％

　93.9％

　平成26年度以降引き続
き、個別通知、就学時健
診を利用してのチラシ配
布等で接種勧奨しまし
た。1歳を過ぎたころに
通知にて勧奨した。１歳
６ヶ月児健診時における
未接種者への接種勧奨、
地区担当保健師による個
別勧奨を実施し、ＭＲ1
期については目標を上回
ることができました。

3

　予防接種事業（定期接
種【麻しん・風しん・四
種混合・日本脳炎・ポリ
オ・BCG・ヒブワクチ
ン・小児用肺炎球菌ワク
チン接種・水痘・Ｂ型肝
炎・高齢者肺炎球菌・高
齢者インフルエンザ】）
の接種勧奨及び（任意接
種【高齢者肺炎球菌費用
助成】）の啓発を行いま
した。平成26年度から県
外接種費用助成（Ａ類）
を引き続き実施し接種率
の向上に向け適切に実施
しました。
　特に、ＭＲ予防接種に
ついては、対象者への個
人通知、学校教育課との
連携、広報等による接種
勧奨を行い、１歳６か月
児健診時の未接種者への
接種勧奨および地区担当
保健師からの接種勧奨に
加え、1歳になったころ
に接種勧奨の通知を実施
し、接種に繋がりまし
た。今後も、引き続き機
会をとらえて効果的な市
民への啓発が必要です。

現状維持

　予防接種事業（定期接
種・任意接種）を市民に
広報するとともに、保
育、教育機関等との連携
を図り、保護者等への周
知徹底により、接種率の
向上に努めます。
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課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成29年度） 事業の評価

健康づくり
課

健康診査
事業

　市民が健康意識を持ち自己の
健康管理のために、健康増進法
健康診査、39歳以下健康診査、
肝炎ウイルス検診、がん検診
（胃がん・乳がん・子宮がん・
肺がん・大腸がん・前立腺が
ん）、歯周病検診を受診できる
体制を整備し、市民の疾病の早
期発見と健康づくりに繋げま
す。

乳がん検診受
診率
（40～69歳
のマンモグラ
フィ検査）

　乳がんによる死亡率が
年々増加しているなか、
乳がん検診受診率は横ば
い状態にあります。平成
28年度より受診率算出に
かかる対象者が「対象年
齢の全人口」に変更とな
り、国の受診率の目標で
ある５０％とは乖離が大
きくなったため、実現可
能な受診率として、29年
度から目標値の見直しを
行いました。女性ががん
検診を受けていくこと
で、家族の健康意識が高
まり、次世代にも継承し
ていくことから、乳がん
受診率を健康診査事業の
成果指標とします。

23% 21.10%

　乳がん検診受診率の向
上を目指し、勧奨受診券
の送付対象を拡大し乳が
ん検診無料クーポン対象
者にコールリコールを
行った結果、無料クーポ
ン利用率は増加しました
が、乳がん検診受診率は
前年度より１％減少しま
した。

3

　無料クーポン対象者以
外の乳がん検診受診率が
増加しない現状があり、
今後は受診しない理由に
ついて明らかにし、ター
ゲットを絞った啓発のあ
り方や受診勧奨方法の検
討が必要です。

拡充・充
実

　市民へがん検診の必要
性を広く啓発するととも
に引き続き検診体制の充
実が必要です。また、新
規の受診者の増加や若い
世代の受診率向上のため
の啓発および検診方法に
ついて検討を重ねます。
　がん検診の精度管理と
して2医師会連絡協議会
と協力し医療機関での受
診勧奨を行って頂くとと
もに、未受診者には受診
勧奨通知を送付し、精検
受診率の向上を目指しま
す。平成２８年度に一部
改正となった「がん予防
重点健康教育およびがん
検診のための指針」に
沿った検診方法の実施に
向け検討が必要です。

　できる限り４か月まで
の全ての乳児を訪問がで
きるように、妊娠届出時
の説明や、赤ちゃん訪問
の啓発を産科医療機関等
の協力を得ながら行って
いきます。また、地域の
見守り役としての母子保
健推進員の活動支援を行
うとともに、医療機関や
関係機関との連携を強化
し、必要な時期に必要な
支援が受けられるよう、
妊娠期から訪問、相談等
保健指導の充実を図り、
途切れない支援のための
体制を整えていきます。

拡充・充
実

　妊娠出産包括支援事業
として、産後ケア事業・
産前産後サポート事業に
取り組みました。産後ケ
ア事業では、出産後育児
の協力者がおらず、育児
不安が強い、育児の仕方
がわからない、産後の疲
労が強いなどの産婦を対
象に医療機関・助産所に
委託して宿泊等の方法で
産後のレスパイト、育児
指導、育児相談を行うこ
とにより、産婦の疲労回
復、育児手技の獲得、育
児不安の軽減を図ること
ができました。産前産後
サポート事業として、母
子保健推進員による赤
ちゃん訪問後の見守り訪
問、妊婦教室・育児教室
への協力・広場の開催を
行いました。また、利用
者支援事業「母子保健
型」として、市内１０か
所の保健センターで母子
健康手帳交付時から、,妊
娠・出産・育児期を安心
して過ごせるようにケア
プランを配布し、継続支
援が必要なケースについ
ては、医療機関・関係機
関等と連携し、必要な時
期に必要なサービスが受
けられるような情報提
供・啓発を行い、地区担
当保健師とともに支援計
画を作成し、地域の中で
見守られながら安心して
妊娠・出産・子育てがで
きるよう継続支援を行い
ました。

3

　医療機関・関係機関と
のネットワーク会議や、
産後ケア事業実施におけ
る、医療機関・助産所と
ケース対応等を行ったこ
とで、連携が強化され、
早期に対象者が把握でき
る状況になっています。
　長期の里帰り等で会え
ない場合は里帰り先に訪
問を依頼したり、自宅に
戻るのを待ち訪問するな
ど臨機応変に対応しまし
た。

　市民が妊娠期から安心して出
産に臨むことができ、出産後も
健やかな育児ができるよう、途
切れない支援を行い安心して産
み育てられる母子保健の推進を
めざします。
　また、保護者が子どもの育ち
に見通しが持てるよう、関係機
関等とも連携を持ちながら、事
業を通して出会いの機会を大切
にして、人との関係性が持てる
ような支援をめざします。

母子保健
事業

健康づくり
課

96.40%95%

　出産後、産後うつ及び
育児などライフサイクル
が急激に変わる時期であ
り、支援者と出会う機会
として赤ちゃん訪問が大
切な時期であるため、成
果指標として設定しま
す。

赤ちゃん訪問
の訪問率
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成果指標（平成29年度） 事業の評価

健康づくり
課

健康づく
り事業

　市民自らが健康づくりに取り
組みこころ豊かに楽しく元気に
過ごすことができるよう、新た
に策定した津市第３次健康づく
り計画に基づいて、健康づくり
等に関する正しい知識や生活習
慣の改善に繋がる情報提供に努
め、乳幼児から高齢者にいたる
生涯を通じた健康づくりを進め
ます。

ヘルスボラン
ティアの活動
の満足感や充
実感について

　ヘルスボランティアの
活動の満足感や充実感を
成果指標とします。

ヘルスボランティア
の活動の満足感や充
実感について（意見
を聞く）

　各ヘルスボランティア
とも意見交換会を実施し
ました。健康づくり推進
員と食生活改善推進員
は、組織運営や次期役員
選出が継続した課題と
なっています。会員に向
け研修会を実施、役割意
識の向上をねらいに健康
寿命と社会参加、自己肯
定感や自己効力感等の講
演を実施しました。組織
運営を主体的に継続でき
るよう推進員の育成や支
援に取り組みます。

3

　生活習慣の改善や健康
づくりは一人では続けに
くいことから、健康づく
りの推進役として各推進
員の養成を行い、健康づ
くり推進員及び食生活改
善推進員は地域に応じた
活動を行い、地域の人材
強化につなげることがで
きました。しかし、担い
手の高齢化、健康づくり
以外の地域活動の充実か
ら、活動の継続性が難し
いという、課題がありま
す。今後も、地域の実情
を考慮し、推進員活動支
援を続けていきます。
　ヘルスボランティア全
体としては、毎年の合同
研修会で、自らの活動意
義を再認識し、市民をひ
きつける活動の在り方に
ついて、外部講師による
研修を実施し、健康づく
り推進への意欲向上につ
なげることができまし
た。健康づくり実践企業
や団体の登録を行い、健
康づくりについて協働で
きる関係機関を増やすこ
とができました。

拡充・充
実

　第３次健康づくり計画
に基づき、食生活・栄
養、運動、たばこ、生活
習慣病・がんの４分野に
ついて強化分野として重
点的に取り組む目標に向
かって進めています。対
象を絞り、企業や学校等
地域の幅広い社会資源と
の連携を構築します。ま
た地域の団体やボラン
ティアとの協働連携によ
り、乳幼児から高齢者に
至るまで、あらゆる世代
の健康的な生活習慣を身
につけられるように具体
的な取り組みを市民と共
に進めます。

地域医療推
進室

救急医療
事業

　地域救急医療の提供を円滑か
つ迅速に推進するため救急医療
事業を行い、市民の安全・安心
に寄与します。
　初期救急医療体制（こども応
急クリニック・休日デンタルク
リニック、久居休日応急診療
所、応急クリニック）、二次救
急医療体制（病院群輪番制）並
びに三次救急医療体制（三重大
学医学部附属病院救命救急セン
ター）の役割を明確化し、市民
の急病等に対応できる救急医療
体制の充実を図ります。特に、
三重大学医学部附属病院等の支
援を得て、二次救急輪番病院へ
の医師派遣事業及び津市救急遠
隔画像診断システムの利用拡充
に努め、さらに救急・健康相談
ダイヤルの利用を促進し、救急
搬送における二次救急医療機関
への軽症者混在の改善を図り、
二次救急医療体制の充実に努め
ます。

初期救急医療
施設利用者数

　二次救急病院におい
て、初期救急患者と二次
救急患者が混在すること
で、二次救急医療病院の
疲弊を招いていることか
ら、初期救急医療施設
（休日応急・夜間こども
クリニック、久居休日応
急診療所、夜間成人応急
診療所）の利用度を高め
ることで二次救急医療施
設の負担が軽減され、初
期から三次救急までのそ
れぞれの役割分担が明確
となることから、初期救
急医療施設の利用者数を
指標とします。

11,500
人

13,860
人

　平成29年度は、津市応
急クリニックの昼間の診
療を開始したこと、また
津市応急クリニックの開
設に合わせて、津市応急
診療所の啓発に努めたこ
とにより、平成28年度と
比較して、利用者が
3,269人増加しました。
今後についても、さらに
啓発に努め、初期救急、
二次救急の役割を明確に
していきます。

4

　救急搬送が、増加傾向
にある中において、軽症
者比率は減少しており、
これまでの取組の結果、
一定の効果が認められて
いることから、今後も引
き続き、救急医療体制の
改善に努めます。

拡充・充
実

　平成29年度は、津市応
急クリニックを新たに開
設し、これまでの夜間診
療に加え、日曜日、祝・
休日及び年末年始の昼間
の診療を実施するなど初
期救急医療体制を強化し
ました。二次救急医療体
制についても、二次救急
医療機関の協力のもと、
平成28年度に開始した土
曜日輪番体制や腹部救急
バックアップ体制を継続
して行うなど、二次救急
輪番体制を補完する取組
を実施しました。今後も
二次救急医療機関等の関
係機関と、二次救急輪番
体制の課題等を協議し、
市内医療資源を有効かつ
効果的に活用した救急医
療体制の確立を目指しま
す。
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成果指標（平成29年度） 事業の評価

地域医療推
進室

献血推進
事業

  採血事業者による献血の受入
れが円滑に実施されるよう献血
活動を推進します。
　安全な血液製剤の安定供給の
確保等に関する法律に基づき、
献血に対する市民の理解を深め
る啓発活動とともに、非常時に
血液の安定供給ができるよう、
献血活動を推進します。

市内事業所等
における採血
者数

　市内事業所等における
年間の採血者数の実績を
もって、啓発等の事業効
果を判断します。

3,500人 3,490人

　目標数値を若干下回っ
たが、医療技術の進歩や
広域的な需給調整により
安定的に事業が推進され
ており、県域における全
体的な需給バランスは保
たれています。

3

　平成29年度も若年層の
献血率の向上を目的とし
て、津まつりと同時開催
される健康まつりにおい
てパンフレットを配布、
また、成人式においてオ
リジナルの啓発物品を配
布しましたが、実績値が
前年度より減少し、目標
数値を達成することがで
きませんでした。全体的
に20代～30代の献血者
が減少傾向にあるため、
この年代層の献血率を向
上させるための啓発が課
題です。

現状維持

　医療技術の進歩や広域
的な需給調整により、現
在は安定的に事業が推進
されていますが、将来の
人口構造を鑑みると、若
年層の献血率を向上させ
る必要があります。今後
も引き続き、採血事業者
や県等関係機関と協力
し、事業の推進に努めま
す。

地域医療推
進室

地域医療
推進事業

　医師会及び各地域包括支援セ
ンターと協働して、在宅医療の
症例検討の研修会や情報交換を
行うなど、多職種による顔の見
える関係づくりを進めます。ま
た、市民ニーズを踏まえた地域
医療に係る業務の充実その他推
進体制の強化を図ります。

地域医療体制
の充実

　救急医療や在宅医療の
充実に向けた関係機関と
の連携強化のため、地域
医療体制の充実を指標と
しました。

それぞれの立場で関
係機関がチームとし
て連携し、住民が安
心して暮らせる医療
体制を充実

○在宅医療については、
研修会や講演会を継続し
たことで、多職種連携や
市民の在宅医療への理解
をさらに進めることがで
きました。
○三重県との契約締結に
より、白山・美杉地域に
おける救急医療や訪問診
療等在宅医療の充実を図
ることができました。
○美杉地域の新たな医療
拠点として津市家庭医療
クリニックを平成29年4
月3日に開設し、地域医
療を確保しました。

4

○医師会及び各地域包括
支援センターと協働し
て、在宅医療の症例検討
の研修会や情報交換を行
うなど、多職種による顔
の見える関係づくりを進
め、地域医療体制の充実
に努めることができまし
た。
○三重県との契約締結に
より、白山・美杉地域に
おける救急医療体制や地
域医療体制の充実を図る
ことができました。
○美杉地域八幡地区に津
市家庭医療クリニックを
新たに開設したことによ
り、医療資源の乏しい美
杉地域において地域医療
を確保することができま
した。

現状維持

○各医師会をはじめ関係
機関等と連携・協働して
きました多職種連携の取
組については、平成30年
度から、平成29年7月に
開所した津市在宅療養支
援センターに業務を引き
継ぎます。
○平成29年度に三重県、
三重大学及び本市の3者
で設置した「津市白山・
美杉地域における在宅医
療・介護の提供体制等に
関する検討会」において
合意された県立一志病院
への地域包括支援セン
ターの設置等の新規拡充
策について、県及び本市
で設置するワーキンググ
ループで協議の上、実現
に向けて取組を進めてい
きます。

地域医療推
進室

こども応
急クリ
ニック管
理運営事
業

　初期救急医療体制の構築を図
るべく医療機関の診療時間外に
おける市民の急病に対応する応
急診療を行い、市民の安心、安
全に寄与するものです。
　休日・祝日等の昼間における
市民の急病に対応する小児科・
歯科の応急診療を行うととも
に、近年の核家族化・少子化な
どにより、子育てに関し相談で
きる人がいないなど、育児不安
や病気の発見遅れなどを招く場
合が増加していることから、毎
日の夜間（準夜帯）における小
児科専門医による応急診療を行
います。

津応急診療所
受診者数（診
療所利用者
数）

　救急医療事業の成果指
標の項で、初期救急医療
施設（こども応急クリ
ニック・休日デンタルク
リニック、久居休日応急
診療所、応急クリニッ
ク）の利用度を高めるこ
とで二次救急医療施設の
医療負担を軽減し、初期
から三次救急までのそれ
ぞれの役割分担が明確と
なるという考え方から、
初期救急医療施設の受診
者（利用者）を指標とし
たところですので、診療
所事業においても同様に
受診者の伸びを成果指標
とします。

6,350人 6,997人

　インフルエンザのＡ
型・Ｂ型がともに早い時
期より流行し、かつ流行
のピークが長期間継続し
たことから、昨年度と比
較して受診者数が929人
増加したと考えられま
す。

4

　津地区医師会、久居一
志地区医師会,津歯科医師
会、津薬剤師会等の協力
のもと、連休や年末年
始、インフルエンザ等の
流行期における患者の急
増に対応することがで
き、市民の急病時におけ
る安全・安心につなげる
ことができました。ま
た、年末年始の昼間の応
急診療を実施するなど、
小児科の応急診療の充実
を図りました。さらに
は、処方薬について、管
理医師、薬剤師等に相談
の上、先発品から後発品
（ジェネリック医薬品）
に変更するなど、医薬材
料費の縮減に努めまし
た。

現状維持

　引き続き、小児救急医
療拠点病院に指定されて
いる独立行政法人国立病
院機構三重病院との連携
を図りながら、津地区医
師会、久居一志地区医師
会、津薬剤師会等の協力
を得て、初期救急医療施
設として、診療内容を充
実させます。また、医薬
品等の見直しを行い医薬
材料費の縮減に努めま
す。
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地域医療推
進室

久居休日
応急診療
所管理運
営事業

　初期救急医療体制の構築を図
るべく医療機関の診療時間外の
休日における市民の急病に対応
する応急診療を行い、市民の安
心、安全に寄与します。

久居応急診療
所受診者数
（診療所利用
者数）

　救急医療事業の成果指
標の項で、初期救急医療
施設（こども応急クリ
ニック・休日デンタルク
リニック、久居休日応急
診療所、応急クリニッ
ク）の利用度を高めるこ
とで二次救急医療施設の
医療負担を軽減し、初期
から三次救急までのそれ
ぞれの役割分担が明確と
なるという考え方から、
初期救急医療施設の受診
者（利用者）を指標とし
たところですので、診療
所事業においても同様に
受診者の伸びを成果指標
とします。

1,000人 1,446人

　応急クリニックの昼間
の診療開始により、久居
応急診療所の昼間の受診
者が、応急クリニックと
久居応急診療所に分散さ
れ、利用者が305人減少
したと考えられます。

4

　津地区医師会、久居一
志地区医師会、津薬剤師
会等の協力のもと、成人
を対象とした休日昼間の
応急診療を実施し、急な
発熱や腹痛などの軽症受
診者に医療を提供するこ
とができました。また処
方薬について、管理医
師、薬剤師等に相談の
上、先発品から後発品
（ジェネリック医薬品）
に変更するなど、医薬材
料費の縮減に努めまし
た。

現状維持

　津市応急診療所整備検
討会から久居休日応急診
療所については、継続さ
れることが望ましいとの
提言も受けたことから、
津市応急クリニック開設
後における津市応急診療
所の受診者数の動向等を
確認しながら、当面は継
続して運営していきま
す。また、医薬品等の見
直しを行い、医薬材料費
の縮減に努めます。

地域医療推
進室

応急クリ
ニック管
理運営事
業

　毎夜間と祝・休日の昼間にお
ける成人の急病に対応する応急
診療を行い、初期救急患者が受
診し医療業務が過重となり疲弊
が著しい二次救急病院の負担を
軽減することで、救急搬送など
重篤時の医療を確立し、市民の
安全に寄与します。

津市応急クリ
ニック受診者
数（診療所利
用者数）

　救急医療事業の成果指
標の項で、初期救急医療
施設（こども応急クリ
ニック・休日デンタルク
リニック、久居休日応急
診療所、応急クリニッ
ク）の利用度を高めるこ
とで二次救急医療施設の
医療負担を軽減し、初期
から三次救急までのそれ
ぞれの役割分担が明確と
なるという考え方から、
初期救急医療施設の受診
者（利用者）を指標とし
たところですので、診療
所事業においても同様に
受診者の伸びを成果指標
とします。

3,900人 5,417人

　毎夜間の診療に加え祝
休日の昼間の診療を開始
したこと、また、例年よ
りもインフルエンザが長
期継続して流行したた
め、受診者数が2,645人
増加しました。

4

　津地区医師会や久居一
志地区医師会、津薬剤師
会等の協力のもと、平成
29年4月1日より毎夜間
に加えて新たに休日等の
昼間の診療も開始したこ
とにより、急な発熱や腹
痛などの軽症患者に医療
を提供するとともに、連
休や年末年始、インフル
エンザ等の流行期におけ
る患者の急増に対応する
ことができました。

現状維持

　二次救急医療機関との
連携を図り、津地区医師
会、久居一志地区医師
会、津薬剤師会等の協力
を得て、初期救急医療施
設として、診療内容を充
実させます。また、医薬
品等の見直しを行い医薬
材料費の縮減に努めま
す。
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